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第１章 本 WG における検討の背景と経緯 1 

 2 

「デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り方に関する検討会」（以下「本検討会」3 

という。）は、生成 AI やメタバース等の新たな技術やサービスの進展・普及により、デジタル4 

空間が更に拡大・深化し、また、デジタル空間におけるステークホルダーが多様化しつつある5 

中、実空間に影響を及ぼす新たな課題の発生に対して、当該課題と多様化するステークホルダ6 

ーによる対応等の現状を分析し、デジタル空間における情報流通の健全性確保に向けた今後の7 

対応方針と具体的な方策について検討してきた。 8 

 9 

本検討会では、デジタル空間における情報流通の主要な場となっている SNS や動画共有サー10 

ビス等、インターネット上で第三者が投稿等発信したコンテンツ（文字、画像、映像、音声等）11 

やデジタル広告を不特定の者が閲覧等受信できるように伝送するプラットフォームサービス12 

（以下「情報伝送 PFサービス」という。）を提供する事業者（以下「情報伝送 PF事業者」とい13 

う。）や、デジタル空間における情報流通を資金面で支えるデジタル広告に関わる広告主、広告14 

代理店、媒体主（パブリッシャー）、更には広告主とパブリッシャーの間でデジタル広告を伝送15 

し、パブリッシャーが運営するオンラインメディア上での広告表示を可能にする DSP1や SSP2等16 

のプラットフォームサービス（以下「広告仲介 PF サービス」という。）を提供する事業者（以17 

下「広告仲介 PF事業者」という。）等によって構成される団体からヒアリングを行うなどして、18 

デジタル空間における情報流通の健全性を巡る課題3と、今後の対応に当たっての基本的な考え19 

方を整理してきた。 20 

これと並行して、本検討会において、デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り方21 

について、制度面も含め、表現の自由をはじめとする様々な権利利益に配慮した検討を専門的22 

な見地から行うため、次の（１）から（５）までを検討事項とするワーキンググループ（以下23 

「本 WG」という。）が設置された。 24 

 25 

（１）事業者の取組に関する透明性の確保の在り方 

（２）事業者のビジネスモデルに起因する課題への対応の在り方 

（３）関係者間の連携・協力の在り方 

（４）災害発生時等における対処の在り方 

（５）その他 

 26 

本 WGにおいては、本検討会が整理した課題のうち、 27 

 28 

・ デジタル空間において具体的に表れた個別の現象としての課題（なりすまし型のいわゆる29 

「偽広告」を含む偽・誤情報4の拡散への対応の在り方、デジタル広告を巡る課題への対応の30 

                                                        
1 Demand Side Platformの略で、広告主の広告目的や消費者に関するデータ等に基づいて広告出稿の管理・最適化を行うサービスを

いう。 
2 Supply Side Platformの略で、パブリッシャーが広告枠の販売の効率化や収益の最大化を図るサービスをいう。 
3 デジタル空間における情報流通とデジタル広告エコシステムの関係性を巡る課題を含む。 
4 本「中間とりまとめ」において、「偽・誤情報」とは、偽情報（誤りが含まれる情報のうち、発信者が事実でない事項を事実であると誤認・

誤解させる意図を持って発信したもの）及び誤情報（誤りが含まれる情報のうち、発信者が事実でない事項を事実であると誤認・誤解さ

せる意図を持たずに発信したもの）を総称していう。 
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在り方）や、 1 

・ これらの課題をもたらす構造的な要因としての課題（フィルターバブル5やエコーチェンバ2 

ー6を含むアテンション・エコノミー7が引き起こす課題への対応の在り方、生成 AI・ディー3 

プフェイク技術の進展に伴うリスクへの対応の在り方） 4 

 5 

に対する具体的な方策の在り方としていかなるものが適当かという観点から、本検討会におけ6 

る基本理念及びステークホルダーに期待される役割・責務に関する議論、並びに情報伝送 PF事7 

業者等からのヒアリング（プラットフォーム事業者ヒアリング）の総括を踏まえ、また、既存8 

の国内外における制度的対応の状況も整理しつつ8、特に上記（１）から（４）までの検討事項9 

それぞれに関連して、次の課題への対応の在り方を検討した。 10 

 11 

（１）「事業者の取組に関する透明性の確保の在り方」に関する課題 

・ 事業者の取組の透明性・アカウンタビリティ確保の在り方 

・ レコメンデーションやコンテンツモデレーション9の在り方（アテンションを獲得しや

すい情報（コンテンツ）の取扱いに関する透明性・アカウンタビリティ確保など） 

 

（２）「事業者のビジネスモデルに起因する課題への対応の在り方」に関する課題 

・ 偽・誤情報などのアテンションを獲得しやすい情報（コンテンツ）付近や悪質なメデ

ィア（パブリッシャー）への広告掲載とクリック数等に応じた広告料の支払（それらの

情報発信者等への間接的な利益供与によるブランド毀損等の問題）に対する経営層によ

るリスク管理・ガバナンスや産業界との連携・協力の在り方 

・ デジタル広告の質の確保の在り方 

・ 偽広告など違法・不当なデジタル広告（権利侵害、法令違反、なりすましなど）への対

応の在り方 

・ 広告配信先のメディア（パブリッシャー）の質の確保の在り方 

・ 広告費詐取を目的とした悪質なメディア（パブリッシャー）への対応の在り方 

・ 偽・誤情報などのアテンションを獲得しやすい情報（コンテンツ）の投稿増加につな

がり得る閲覧数等に応じた経済的インセンティブの付与の在り方 

・ 偽・誤情報などのアテンションを獲得しやすい情報（コンテンツ）を拡散する bot へ

の対応の在り方 

                                                        
5 アルゴリズムによって、インターネット上で、利用者個人のクリック履歴に基づく情報が優先的に表示される結果、自身の考え方や価値

観に近い情報ばかりに囲まれる、いわば「泡」の中に包まれるような状態をいう。 
6 ソーシャルメディア等において、自分と似た興味関心を持つ利用者が集まる場でコミュニケーションする結果、自分が発信した意見に

似た意見が返ってくる（特定の意見や思想が増幅する）状態を、閉じた小部屋で音が反響する物理現象に例えたもの。 
7 情報過多の社会において、人々が支払えるアテンション（注目・関心）ないし消費時間が希少となることから、それらが経済的価値をも

って市場で流通する経済モデルをいう。 
8 例えば、BtoB取引の透明性・公正性向上を目的とした法制度（及びそれを前提とした行政機関による対応）として、特定デジタルプラ

ットフォームの透明性及び公正性の向上に関する法律（広告仲介 PF事業者と利用事業者（広告主・パブリッシャー）との間の取引の透

明性・公正性向上を目的。以下「DPF取引透明化法」という。）や、ニュースポータルなどを提供する情報伝送 PF事業者と、ニュースコ

ンテンツを編集して提供する事業者との間の取引に関する公正取引委員会による実態調査（2023年 9月）等が存在するところ、本WG

においては、情報の流通の側面に着目し、情報受信者の認知領域等の BtoC関連の利益の保護や、民主主義等の社会的な利益の保

護といった観点から、更なる方策が必要か否かを検討した。 
9 本「中間とりまとめ」において、「コンテンツモデレーション」とは、情報の削除、表示順位の低下、情報発信者の信頼性等を見分けるた

めのラベル付与、収益化の停止等、情報伝送 PF事業者が特定のコンテンツの流通・拡散を抑止するために講ずる措置をいい、特に

偽・誤情報に対するコンテンツモデレーションには、信頼できる情報の受信可能性の向上（いわゆるプロミネンス）を通じて間接的に偽・

誤情報の流通・拡散を抑止する措置を含む。 
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・ プライバシー保護・利用者データの保護の在り方 

・ パーソナルデータを用いたプロファイリングやそれに基づくターゲティング広告の在

り方 

 

（３）「関係者間の連携・協力の在り方」に関する課題 

・ ステークホルダー同士の連携・協力の在り方 

・ 安心かつ安全な情報伝送に関する知見や情報の共有の在り方 

・ 安心・安全で信頼できる広告出稿のための業務の在り方 

・ 発信力強化のためのガバナンスの在り方 

・ アテンションを得にくいが信頼できる情報（コンテンツ）に関するメディア（パブリ

ッシャー）における制作・発信・伝送能力の強化の在り方 

・ 研究機関等との連携・協力の在り方 

・ ファクトチェック機関による連携・協力の在り方 

・ 広告主としての国や自治体等による対応の在り方 

 

（４）「災害発生時等における対処の在り方」に関する課題 

・ 緊急事態（災害、サイバー攻撃など）への対応の在り方 

 1 

検討に当たっては、効率的に検討を進める観点から、上記の課題への対応の在り方について、2 

まずは下表のとおり２つの大分類と大分類ごと４つずつ（計８つ）の小分類に整理した。 3 

 4 

 5 
 6 

その後、本 WGは、これら８つの論点について検討を進める中で、 7 

 8 

・ 上表中⑦（情報伝送 PF事業者による発信者への経済的インセンティブ付与や収益化抑止の9 

在り方）に関し、コンテンツやそれに伴う広告の閲覧数等に応じて情報伝送 PF事業者が発信10 

者に経済的インセンティブを付与する仕組みが、インセンティブ目当てのいわゆる「インプ11 

レッション稼ぎ」の投稿、とりわけ偽・誤情報の発信・拡散をはじめとする情報流通の健全12 

性を歪める現象につながっている可能性が指摘されているところ、こうした課題に対しては、13 

経済的インセンティブ付与の仕組み自体に対して個別の方策をとるのではなく、偽・誤情報14 

に対するコンテンツモデレーション（収益化の停止など）等一般の在り方を検討する中で、15 

その一環として対策を検討していくことが適当と考えられること 16 
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・ 上表中④（情報伝送 PFサービスが与える情報流通の健全性への影響の軽減に向けた方策の1 

在り方）に関し、情報伝送 PF 事業者は、自らが設計するサービスアーキテクチャや利用規2 

約、ポリシー、ガイドライン等（以下「利用規約等」という。）を含むビジネスモデルがもた3 

らす将来にわたる社会的影響を事前に予測し、軽減するための措置を検討・実施することが4 

適当と考えられるところ、こうした社会的影響の予測及び軽減措置の実施は、特に災害発生5 

時等における対応（①）としてこれを実施する必要が高く、①と④を一体的に検討すること6 

が適当と考えられること 7 

・ 同じく上表中④に関し、情報伝送 PFサービスのアーキテクチャに起因する社会的影響の軽8 

減措置を検討するに当たっては、サービスアーキテクチャを構成するレコメンデーションや9 

ターゲティングの在り方（⑧）も併せて考慮する必要があること 10 

 11 

等の観点から、８つの論点を次の５つに再整理した上で、更に検討を進めてきた。 12 

 13 

 14 
 15 

本「中間とりまとめ」は、上記１から５までの５つの論点を中心に、本 WGにおいてこれまで16 

議論・検討してきた結果を、現時点の考え方として取りまとめたものである。なお、本 WG にお17 

ける議論・検討の過程で、今後、更なる深掘りを行うべき論点や実態把握に努めつつ更なる議18 

論・検討を進めるべき論点も明らかになったところであり、これらについても整理している。 19 

  20 
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第２章 情報伝送 PF 事業者による偽・誤情報への対応の在り方 1 

 2 

情報伝送 PFサービスは、デジタル空間における情報流通の主要な場となっており、その中で3 

偽・誤情報が流通・拡散すること等により、 4 

 5 

・ 人の生命、身体又は財産への影響 6 

（例えば、健康被害、災害時の救命・救助活動や復旧・復興活動の妨害、詐欺被害、事業者7 

への風評被害を含む営業妨害等） 8 

・ 個人の自律的な意思決定を含む人格権やその他基本的人権への影響 9 

（例えば、誹謗中傷、なりすましによる肖像権等の侵害、ヘイトスピーチ等） 10 

・ 健全な民主主義の発達への影響 11 

（例えば、集団分極化に伴う民主的政治過程への悪影響等） 12 

・ その他の社会的混乱等の実空間への影響 13 

（例えば、株価の下落、公共インフラの損壊、外交関係の悪化等） 14 

 15 

が発生・増幅している。 16 

 17 

こうした社会的影響については、その背景として、情報伝送 PFサービスの特徴と、当該特徴18 

が一因となって情報流通空間としてのデジタル空間を支配するに至った経済モデルの存在が指19 

摘されている。 20 

 21 

すなわち、情報伝送 PFサービスには、 22 

 23 

① 誰もが低コストで不特定の者に向けた情報発信を行うことができ（情報発信コストの低廉24 

性）、 25 

② 情報の流通・拡散を促進する「いいね」やリポスト等の機能を備えていたり（拡散促進機26 

能の具備）、 27 

③ 閲覧等受信側の利用者の興味・関心等に応じてコンテンツやデジタル広告の表示順位その28 

他の表示方法を変更する機能を備えている（レコメンデーション機能・広告ターゲティング29 

機能の具備） 30 

 31 

といった特徴を有するものが存在し、特に、コンテンツに付随して表示されるデジタル広告に32 

対して支払われる広告費を主たる運営基盤としている情報伝送 PF サービスの場合には、デジ33 

タル広告、ひいてはデジタル広告が付随するコンテンツの流通・拡散しやすさが収益に直結す34 

ることから、上記①から③までに挙げた特徴をより強化するインセンティブが存在すると言え35 

る。 36 

その結果、情報伝送 PFサービスを中心とする現在のデジタル空間は、多様な一般利用者や広37 

告主が実名・匿名で投稿・出稿する玉石混交のコンテンツやデジタル広告が、伝統メディアを38 

はじめとするプロの書き手・送り手によるコンテンツと混じり合いながら溢れる情報過多の状39 

況になっており、その状況がもたらす、一般に「アテンション・エコノミー」と呼ばれる経済40 

モデルの下で、情報伝送 PFサービスは、上記①から③までに挙げた特徴を一層先鋭化させ、更41 

なる情報過多の状況をデジタル空間において再生産する傾向がある。 42 

例えば、一部の情報伝送 PFサービスは、コンテンツやコンテンツに付随して表示されるデジ43 
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タル広告の閲覧数等に応じて、当該コンテンツの発信者に経済的インセンティブを付与する仕1 

組みを取り入れている。その結果として、閲覧等受信側の利用者を刺激し、より多くの注目・2 

関心を集めて金銭的対価を得るために、情報伝送 PFサービス上で、過激なタイトル・内容の情3 

報や、憶測だけで作成された事実に基づかない情報等を流通・拡散させる者が現れており、こ4 

のことが、偽・誤情報の流通・拡散に関連しているとする意見がある。実際に、SNS や動画投5 

稿・共有サービス等の情報伝送 PFサービスが偽・誤情報の流通・拡散の主要な場となっている6 

とする調査結果が存在する10。特に、令和６年能登半島地震では、Ｘ（旧 Twitter）の仕様変更7 

（発信者への経済的インセンティブの付与開始）に伴い、閲覧数稼ぎが目的とみられる複製投8 

稿（いわゆるコピペ投稿）その他偽・誤情報を含む投稿が多数確認されたとの調査結果もある9 
1112。 10 

 11 

さらに、放送、新聞等の伝統メディアが制作・編集・発信し、かつ自ら伝送したコンテンツ12 

が受信者の主な情報源であった従来の情報流通空間13と異なり、情報伝送 PFサービスを通じた13 

情報流通14に関しては、個人の情報処理能力を遙かに超える量の情報が未整理の形で流通する14 

ことにより、表現の自由や知る権利の前提となる思想同士の自由競争の場（思想の自由市場）15 

が機能不全に陥る可能性も指摘されている15。 16 

 17 

このように、情報伝送 PFサービスは、偽・誤情報の流通・拡散や、それによる社会的影響の18 

発生・増幅をもたらすリスクを構造的に有していると言える。 19 

このことを踏まえ、情報伝送 PF事業者には、偽・誤情報の流通・拡散に関連して自社サービ20 

スやそのアーキテクチャ（サービスに組み込まれた拡散促進機能、レコメンデーション機能及21 

び広告ターゲティング機能に加え、それらを支えるアルゴリズムを含む。）がデジタル空間にお22 

ける情報流通の健全性、ひいては権利侵害、社会的混乱その他の実空間や個人の意思決定の自23 

                                                        
10 みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社「令和５年度 国内外における偽・誤情報に関する意識調査 結果紹介」（本検討会第 18

回（本WG第 17回）会合（2024年５月９日）資料 18―２－１）によると、メディアごとの偽・誤情報を見かける頻度に関するアンケート調査

において、偽・誤情報を週１回以上見かけたという回答の割合が高かったメディアは、日本では最も高かったものから順に、「ソーシャル

ネットワーキングサービス（SNS）」（48.0％）、「動画投稿・共有サービス」（38.7％）、「検索サービス」（36.0％）であった。なお、「新聞社や

テレビ局のニュースサイト」は 29.3％であった。 
11 本検討会第 10回（本WG第４回）会合（2024年２月 27日）における澁谷構成員による発表（資料 10―２）を参照。 
12 その他、必ずしも偽・誤情報の流通・拡散に限らないが、例えば、著名なスポーツ選手の私生活に関する誹謗中傷の投稿・拡散（本検

討会第５回会合（2023年 12月 25日）における森構成員による発表（資料５－２－３））、動画共有サービス上での過激な動画の投稿・拡

散（私人逮捕、選挙妨害等。名誉毀損や公職選挙法違反の疑いで投稿者が逮捕された事例も存在する。）といった事象が生じている。 
13 NHK受信料制度等検討委員会 次世代 NHKに関する専門小委員会「次世代 NHKに関する論点とりまとめ（第２次）報告書」（2023

年３月 31日）。 
14 人々の主な情報取得先が伝統メディアから情報伝送 PFサービスに移行していることについて、総務省「令和４年度情報通信メディア

の利用時間と情報行動に関する調査報告書」参照。例えば、テキスト系メディアの平日１日の平均利用時間について、全年代において、

テキスト系サイト利用（ブログやウェブサイトに加え、SNS等の利用も含む。）に費やす時間が最も長く、新聞閲読や書籍・雑誌・コミックに

費やす時間を大きく上回っており、かつその傾向が 10年以上継続している。また、個人が最も利用しているテキスト系ニュースサービス

については、「ポータルサイトによるニュース配信」と「ソーシャルメディアによるニュース配信」を合計した割合が一貫して増加する一方、

「紙の新聞」の割合は一貫して減少している。 
15 本WGにおける議論では、デジタル空間における情報流通に関し、個人の情報処理能力を遙かに超える量の情報が未整理の形で

流通していることの問題が顕在化していることなどから、思想の自由市場論の書かれざる前提（①市場に流通する情報は多ければ多い

ほどよい、②そのためには国家の介入は少ないほどよい、③情報の受け手は自律性を有し、情報の選別・判断能力を備えている）の妥

当性が失われつつあるとの意見があった（本WG第 14回会合（2024年４月 12日）における曽我部主査代理による発表（資料WG14－

２）参照）。一方で、現時点で思想の自由市場の機能不全の危険性が高まっているのは、デジタル空間の中でも情報伝送 PFサービス

や広告仲介ＰＦサービスといったプラットフォームサービスを通じた情報流通に限られていることから、そのような情報伝送主体に対象を

限定した対応を検討すべきとの意見もあった（本WG第 16回会合（2024年４月 17日）における森構成員による発言参照）。 
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律性に与える影響・リスクを自ら適切に把握した上で、影響・リスクに応じたコンテンツモデ1 

レーションを実施し、またデジタル広告の質の確保や質の高いメディアへの広告配信に資する2 

取組を実施するなど、情報流通の適正化に取り組む一定の責任を果たすことが期待されている。3 

また、利用者の表現を預かる立場として、利用者の表現の自由の確保に取り組む一定の責任を4 

果たすことも期待されている。特に、大規模事業者は、人々の日常的なコミュニケーション手5 

段等として、国民生活や社会経済活動等に広くかつ深く浸透しており16、我が国のデジタル空間6 

における情報流通について公共的役割を果たしている。 7 

現に、主要な情報伝送 PF事業者は、自社サービスの利用規約等の中で、例えば次のような情8 

報について、情報の削除、表示順位の低下等の一定の対応をする旨を定めている。 9 

 10 

■「Yahoo!ニュースコメントポリシー17」 

・ 健康被害等をもたらす可能性のある偽情報であって、ファクトチェックにより反真実であることが明

らかな投稿（明らかな偽情報）（「新型コロナウイルスのワクチンを接種すると、流産する。不妊になる。」、

「ワクチン接種された実験用の動物が全て死亡した。」、「ワクチンを接種することでコロナウイルスに

感染する。」など） 

■Yahoo!知恵袋「利用のルール18」  

・ 明らかに事実と異なり社会的に混乱を招く恐れのある投稿（明らかな偽情報）（「（そのような事実がな

いにもかかわらず）昨日、○○（地名）で大地震があったけど、、、」、「コロナワクチン殺人計画は本当で

すか？接種したネズミは 3 年以内に死亡したそうです。」、「トランプ大統領、コロナで亡くなったみた

いですね。やはり突然の重症化、恐ろしいウイルスです」など） 

■ファイナンス掲示版「ヘルプページ19」 

・ 明らかな偽情報として、架空の出来事のでっちあげや虚偽の内容の投稿（風説の流布に該当する場合

違法行為となる可能性）（「〇〇会社が製造したワクチンを接種された実験用の動物が全て死亡した。」な

ど） 

■LINE オープンチャット「安心・安全ガイドライン20」 

・ 真偽不明の情報の拡散（新型コロナウイルス関連：「コロナワクチンによって不妊になる」、「コロナは

人口削減のために人工的に作られた」など、災害関連：「能登半島地震は人工地震である」など） 

■「LINE VOOM コミュニティガイドライン21」 

・ 誤情報の拡散：当社または第三者になりすまし行為や、フェイクニュースなど虚偽の情報、身体に影

響を及ぼす食品、医療、医療薬などの虚偽の情報を意図的に発信・拡散・流布させる行為（新型コロナ

ウイルス関連「コロナワクチンによって不妊になる」、「コロナは人口削減のために人工的に作られた」

など、災害関連「能登半島地震は人工地震である」など） 

■YouTube「誤った情報に関するポリシー22」 

・ 特定の種類の誤解を招くコンテンツまたは虚偽が含まれるコンテンツで、重大な危害を及ぼす可能性

のあるもの（現実の世界で危害を与える可能性がある特定の種類の誤った情報、技術的に操作された特

定の種類のコンテンツ、民主的な手続きを妨害するコンテンツが含まれる） 

・ 国勢調査の妨害: 国勢調査に関する時間、場所、方法、資格要件について参加者を誤解させることを

目的としたコンテンツ、または国勢調査を著しく妨げる可能性のある虚偽の主張（国勢調査の参加方法

                                                        
16 総務省「令和４年度情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査報告書」によると、例えば SNSについて、X（旧 Twitter）の

利用率は 20代では 78.8％と高く、Instagramの利用率も全年代で一貫して増加している。また、平日・休日を問わず、インターネットの

平均利用時間はテレビの平均視聴時間を超過しており、かつ、インターネットの利用項目別の利用時間では、休日の 10代及び 20代の

「動画投稿・共有サービスを見る」、「ソーシャルメディアを見る・書く」の平均利用時間がいずれも 100分を超過している。 
17 https://news.yahoo.co.jp/info/comment-policy 
18 https://chiebukuro.yahoo.co.jp/topic/guide/rule/ 
19 https://support.yahoo-net.jp/SccFinance/s/article/H000011273 
20 https://openchat-jp.line.me/other/guideline 
21 https://terms.line.me/line_voom_community_guideline?lang=ja&country=JP 
22 https://support.google.com/youtube/answer/10834785?hl=ja 

https://news.yahoo.co.jp/info/comment-policy
https://chiebukuro.yahoo.co.jp/topic/guide/rule/
https://support.yahoo-net.jp/SccFinance/s/article/H000011273
https://openchat-jp.line.me/other/guideline
https://terms.line.me/line_voom_community_guideline?lang=ja&country=JP
https://support.google.com/youtube/answer/10834785?hl=ja
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に関して誤った手順を示す。回答者の在留資格が法執行機関に報告されるという誤った主張により、国

勢調査への参加を妨げる行為。） 

・ 改ざんされたコンテンツ: ユーザーの誤解を招くように技術的に操作または改ざんされ（前後関係を

無視してクリップを切り抜く以上の操作が多い）、重大な危害を及ぼす可能性のあるコンテンツ（地政学

的緊張を悪化させ、重大な危害を及ぼす可能性のある不正確に翻訳された動画の字幕。政府関係者の死

を装うために技術的に操作（前後関係を無視してクリップを切り抜く以上の操作が多い）された動画。

重大な危害を及ぼす可能性のある事件を捏造するために技術的に操作（前後関係を無視してクリップを

切り抜く以上の操作が多い）された動画。） 

・ 虚偽のコンテンツ: 過去の事象の古い映像を現在の事象のものであると虚偽の主張をすることで、重

大な危害を及ぼす可能性のあるコンテンツ（実際は別の地域や事象に関するコンテンツを、特定の地域

の人権侵害の記録として不正確に提示したコンテンツ。実際は数年前の映像であるにもかかわらず、そ

のコンテンツが現在の事象のものであるという虚偽の主張とともに、抗議活動への参加者に対する軍事

的弾圧を示したコンテンツ。） 

■Meta「偽情報」ポリシー23  

・ 実際の危害や暴力：弊社は、人々に対する差し迫った暴力または実際の危害のリスクに直接つながる

可能性が高いと、専門家のパートナーが判断した偽情報および検証できない噂を削除します。偽情報と

は、信頼できる第三者が虚偽であると判断する主張を含むコンテンツと定義されます。検証できない噂

とは、専門家のパートナーによる情報元の特定が極めて困難であるか不可能な主張、信頼できる提供元

がない主張、その内容を証明するための具体性が不十分な主張、またはその内容があまりに信じがたい、

もしくは不合理で信用できない主張と定義されます。弊社は、一見無害に思われる偽情報でも、特定の

文脈では、死や深刻な怪我といった実際の危害の高いリスクにつながる可能性がある暴力的脅威など、

オフラインでの危害のリスクにつながる場合があることを認識しています。弊社は、こうした各地域の

動向について専門知識を有する非政府組織(NGO)、非営利団体、人道支援組織、国際機関のグローバルネ

ットワークと連携しています。社会的暴力のリスクが高まっている国では、どの虚偽の主張が差し迫っ

た身体的危害のリスクに直接つながるかを理解するために、現地のパートナーと積極的に協力していま

す。その上で、弊社のプラットフォームでそのような主張をするコンテンツを特定し削除します。例え

ば現地の専門家と協議して、文脈から切り離して虚偽の主張をし、暴力行為、暴力の被害者や加害者、

武器や軍事用具を描写するメディアを削除する可能性があります。） 

・ 有害な健康関連の偽情報：弊社では、公衆衛生と安全に対する差し迫った危害に直接的な害をもたら

す可能性の高い健康誤情報を特定するために、主要な保健機関と協議しています。弊社が削除する有害

な健康関連の偽情報には次のようなものがあります。ワクチンに関する偽情報（弊社は、主にワクチン

に関する偽情報について、保健当局がその情報は虚偽であり、差し迫ったワクチン接種の拒否を促進す

る可能性が高いと判断した場合は、その情報を削除します。）、公衆衛生上の緊急事態の間の偽情報（偽

情報については、公衆衛生当局が、その情報が虚偽であり、差し迫った身体的危害のリスクに直接つな

がる可能性が高いと判断した場合、公衆衛生上の緊急事態の間、弊社はその情報を削除します。これに

は、個人が有害な疾病に感染したり、それを拡散させたりするリスクや、関連するワクチンを拒否する

リスクにつながるものが含まれます。弊社では、世界と地域の保険機関と連携して公衆衛生上の緊急事

態を特定しています。現在対象となるものとしては、ウイルスに関する緊急事態宣言が引き続き公に発

表されている国における、新型コロナウイルス感染症関連の特定の虚偽の主張などがあります。新型コ

ロナウイルス感染症およびワクチンについて、弊社が許可していない偽情報の種類をまとめたルール一

覧についてはこちらをクリックしてください。）、健康上の問題に対する有害な「奇跡的な治療法」の宣

伝または擁護（これには、医療の観点から推奨される使用法が、重傷または死亡のリスクに直接つなが

る可能性が高く、正当な医療上の使用法がない治療が含まれます(例: 漂白剤、消毒剤、黒色軟膏、苛

性ソーダ)。） 

・ 投票者または国勢調査への干渉：選挙や国勢調査の健全性を促進する取り組みとして、弊社は、この

ようなプロセスに人々が参加する能力を妨害するリスクに直接つながる可能性が高い偽情報を削除し

ます。これには次のようなものが含まれます。投票や有権者登録、国勢調査への参加に関する日付、場

                                                        
23 https://transparency.meta.com/ja-jp/policies/community-standards/misinformation/ 

https://transparency.meta.com/ja-jp/policies/community-standards/misinformation/
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所、時間、方法に関する偽情報、投票できる人、投票資格、投票の有効性、投票するために提供しなけ

ればならない情報や書類に関する偽情報、候補者が立候補するか否かに関する偽情報、国勢調査への参

加資格や、国勢調査へ参加するために提供しなければならない情報や書類に関する偽情報、個人の国勢

調査の情報が別の(国勢調査の実施を担当していない)政府機関と共有されると述べること(ただし該当

する場合)など、政府の国勢調査への関与についての偽情報、米国移民関税執行局(ICE)が投票所に待機

しているとの偽りのまたは根拠のない主張、投票プロセスに参加すると新型コロナウイルス感染症(ま

たは別の伝染病)に感染するとする明確な偽の主張、選挙当局によって検証された、米国の投票所の現状

に関して投票ができなくなるような偽りの主張。弊社では、暴力の呼びかけ、違法な参加の促進、選挙

への協調的干渉の呼びかけを対象とする追加ポリシーを設けており、これらは弊社のコミュニティ規定

の他のセクションに記載されています。 

・ 加工されたメディア：メディアはさまざまな方法で編集することができます。多くの場合、このよう

な変更は、芸術的な理由による切り取りもしくは短縮、または音楽の追加など、無害なものです。ただ、

特に動画コンテンツの場合、中には加工の有無がはっきりせず誤解を与えてしまう可能性が生じること

もあります。このようなコンテンツはすぐに拡散されやすく、専門家の助言によれば、加工されたメデ

ィアに関する誤った思い込みはさらなる議論で修正できないことが多々あるため、弊社ではこのような

コンテンツを削除します。次の一定の条件を満たす動画については、本ポリシーに基づき削除します。

(1)明瞭さや画質・音質の調整にとどまらず、動画の被写体が実際には発言していない言葉を言ったと一

般の利用者に誤解させるような編集または合成が、一般の利用者にはわからない形で行われている動

画、および(2)ディープラーニング技術を含む人工知能または機械学習(例: 人為的なディープフェイ

ク)によって制作され、特定の動画に他のコンテンツを統合、結合、置換、重ね合わせるなどして動画が

本物に見えるように作成されている動画。 

・ 偽・誤情報ポリシー等に違反していないにもかかわらず、プラットフォームの信頼性と完全性

（authenticity and integrity）を損なう誤情報については、独立した第三者ファクトチェック・パー

トナーのネットワークと協力して、誤情報の配信を減らし、強力な警告ラベルを表示し、誤情報に出く

わした人、それを共有しようとした人、またはすでに共有した人に通知するというアプローチをとって

いる。1 つのファクトチェックに基づき、誤りであることを暴いたストーリーと重複するものを特定す

る類似性検出方法を発動し、特定されたポストに対して、フィード上の流通を減らし、警告ラベルを表

示し、利用者に通知するという同じペナルティを適用することができる。 

■TikTok「コミュニティガイドライン24」  

・ 意図にかかわらず、個人や社会に重大な危害を及ぼし得る不正確な、誤解を招く、または虚偽のコン

テンツ（重大な危害には、身体的、心理的、または社会的危害、および物的損害が含まれる。商業上の

損害や風評被害はこれには含まれず、単なる不正確な情報や作り話も対象外） 

・ 公共の安全に危険を及ぼしたり、危機または緊急事態についてパニックを引き起こし得たりする誤情

報（以前に行われた攻撃の過去の映像を現在進行中であるかのように使用することや、特定の場所で基

本的な生活必需品（食料や水など）が在庫切れを起こしていると誤った主張をすることなど） 

・ 誤った医療情報（ワクチンに関する誤解を招く発言、生命を脅かす疾患に対して適切な治療を受ける

ことを思いとどまらせる不正確な医療上の助言、公衆衛生に危険を及ぼすその他の誤情報など） 

・ 確立した科学的コンセンサスを阻害する気候変動に関する誤情報（気候変動やその一因となっている

要素の存在を否定することなど） 

・ 暴力的またはヘイトに満ちた危険な陰謀論（暴力的な行動を呼びかける、過去の暴力行為と関連付け

る、十分に立証されている暴力事件を否定する、保護属性を持つグループに対する偏見を引き起こすな

ど） 

・ 個人を名指しして攻撃する、特定の陰謀論 

・ 現実世界の出来事について人に誤解を与えるようなやり方で編集、接合、または合成された素材（動

画や音声など） 

・ 根拠がなく、特定の出来事や事態が「政府」や「秘密結社」などの秘密の集団や強力な集団によって

引き起こされたとする一般的な陰謀論 

                                                        
24 https://www.tiktok.com/community-guidelines/ja-jp/integrity-authenticity/?enter_method=left_navigation#1 

https://www.tiktok.com/community-guidelines/ja-jp/integrity-authenticity/?enter_method=left_navigation#1


13 

・ 詳細がまだ明らかになっていない緊急事態や展開中の出来事に関連する未確認情報 

・ ファクトチェックの審査中の、危険性が高い可能性のある誤情報 

■LinkedIn「プロフェッショナルコミュニティポリシー25」 

・ 虚偽または誤解を招く内容。事実として提示された特定の主張が、明らかに虚偽であるか実質的に誤

解を招くものであり、害を及ぼす恐れがある場合は、これを削除。虚偽であるか実質的に誤解を招くも

のではあるものの、害を及ぼす恐れがないコンテンツの場合、投稿者のネットワーク外での配信は認め

られない。 

■LinkedIn ヘルプセンター「虚偽または誤解を招くコンテンツ26」 

・ まもなく実施されるか終わったばかりの選挙の投票の時間、場所、手段、資格要件に関する虚偽の、

または実質的に誤解を招く情報が含まれたコンテンツ 

・ 被害を引き起こす恐れのある脅威、暴力、危険についての根拠のない主張など、緊急時パニックを誘

発したり、安全対策を講じる意欲を失わせたりするような主張 (例: 「森林火災が発生している地域で

略奪者が横行している」など) 

・ 特定の場所における人権侵害または軍事紛争の証拠として提示された、実際には別の場所、出来事、

期間の、不正確なコンテンツ 

・ 実際の出来事を歪曲した、対象者、他の個人やグループ、または社会全体に害を及ぼす恐れのある、

加工された画像や動画などの合成または操作されたメディア 

・ 有害な治療法や奇跡の治療法を宣伝するコンテンツ、または専門的な医学的アドバイスを求めたり、

聞き入れたりすることを妨げるコンテンツ 

・ 地域の保健当局や世界保健機関 (WHO) の医療ガイダンスと相反する主張や記述 

・ COVID-19 の治療、予防、変異株、感染に関する医療上の誤情報（医療用、非医療用を問わず、マスク

は身体に悪影響を及ぼす、イベルメクチンまたはヒドロキシクロロキンは COVID-19 の治療または予防

に有効である、承認された COVID-19 のワクチンは、COVID-19 を含む感染症による死亡、不妊、流産、

自閉症、または筋収縮を引き起こす恐れがある、承認された COVID-19 のワクチンは、追跡/監視装置を

埋め込んだり、患者に磁気を発生させたりする、COVID-19 のワクチン接種者は、ワクチン未接種者に比

べ、ウイルスを拡散させる可能性が高い、COVID-19 は、特定の世界的な指導者、公人、または世界各地

の保健当局からの資金提供または支援を受けて開発された） 

・ COVID-19 の有病率または重症度に関する医学的誤報（COVID-19 は存在せず、デマである、ウイルス

とその変異株が根絶され、パンデミックは終息した、COVID-19 の症状、死亡率、感染率は季節性インフ

ルエンザよりも深刻なものではない、COVID-19 に感染して、死亡または重症化した人はいない） 

 1 

しかしながら、本検討会におけるプラットフォーム事業者ヒアリングの結果を踏まえると、2 

デジタル空間における情報流通の適正化や利用者の表現の自由の確保に向けた情報伝送 PF 事3 

業者による取組として、我が国国内における偽・誤情報の流通・拡散への対応状況（情報の削4 

除等）を含む取組状況に関する透明性・アカウンタビリティの確保は総じて不十分であり、取5 

組状況そのものについても全体として十分とは言えない。事業者団体による偽・誤情報対策に6 

関する自主的な行動規範の策定に関する議論が白紙に戻り中断されていること27も鑑みると、7 

情報伝送 PF 事業者による自主的な取組も期待できない状況であり、新たな具体的な対応が必8 

要である。 9 

加えて、今後、生成 AI等の新たな技術やサービスの進展・普及による偽・誤情報の爆発的増10 

加・巧妙化も懸念されるほか、情報伝送 PFサービスに組み込まれたアルゴリズム等の影響（フ11 

ィルターバブル、エコーチェンバー等）により、人々が多様な情報を受信できずに適切な判断12 

を下すことが困難となり、インターネット上で集団分極化が進み、結果として社会経済の混乱13 

                                                        
25 https://jp.linkedin.com/legal/professional-community-policies 
26 https://www.linkedin.com/help/linkedin/answer/a1340752/ 
27 総務省「プラットフォームサービスに関する研究会」第 42回会合（2023年３月９日）及び本WG第８回会合（2024年３月 18日）におけ

る一般社団法人ソーシャルメディア利用環境整備機構（SMAJ）による説明等を参照。 

https://jp.linkedin.com/legal/professional-community-policies
https://www.linkedin.com/help/linkedin/answer/a1340752/
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や民主主義への悪影響をもたらす可能性が指摘されるなど、いわば「誰にも開かれた情報流通1 

の場」としてのインターネットそのものの存立が脅かされつつある近年の状況に鑑みると、情2 

報伝送 PF 事業者による取組を中心としたデジタル空間の情報流通に関して、健全性を確実か3 

つ持続的に確保するためのガバナンスを確立することが急務である。 4 

 5 

以上のようなデジタル空間における情報流通の現状や、情報伝送 PF 事業者に期待される役6 

割・責務及びこれまでの取組状況等を踏まえると、制度整備も含め、情報伝送 PF 事業者に対7 

して以下の具体的措置を求めることが適当である。 8 

 9 

１．対応を検討すべき「偽・誤情報」の定義・範囲 10 

 11 

情報伝送 PF 事業者において対応を検討すべき「偽・誤情報」の定義・範囲については、利用12 

者の表現の自由をはじめとする様々な権利利益に配慮する観点から、前述の主要な情報伝送 PF13 

事業者における現状の利用規約等の内容を踏まえつつ、対象範囲の客観的な明確性を確保する14 

とともに、必要かつ相当な対策が適正に講じられることを担保できるよう定められる必要があ15 

る。 16 

具体的には、少なくとも、次の①及び②の要件をいずれも満たす情報は、原則として、対応17 

を検討すべき「偽・誤情報」の定義・範囲に含まれるものと考えることが適当である。 18 

 19 

① 検証可能な誤りが含まれていること 

② 次の各要素の有無・軽重に照らし、具体的な方策との関係で比例性が認められること 

ⅰ．当該情報そのものが有する権利侵害性その他の違法性や客観的な有害性（及びその明

白性） 

ⅱ．当該情報が流通・拡散することによる社会的影響の重大性（及びその明白性） 

例）人の生命、身体又は財産に重大かつ明白な悪影響を与えるような情報 

重大な社会的混乱を招くような情報 

ⅲ．①の誤りが含まれていることについての検証の容易性（誤りが含まれていることの明

白性） 

 20 

①の要件は、対象範囲の客観的な明確性を確保する観点から要求されるものである。「内容」21 

に誤りが含まれている情報のみならず、なりすましアカウントによる投稿など、発信者の「名22 

義」に誤りが含まれる情報も、①の要件を満たし得る。 23 

一方、誤りが含まれていることに関する発信者の認識（主観的意図）については、「偽情報」24 

と「誤情報」とを画する要件にはなり得る28ものの、情報伝送 PF事業者において判別困難と考25 

えられることから、対応を検討すべき「偽・誤情報」の定義・範囲の要件とはしないことが適26 

当である。 27 

 28 

                                                        
28 例えば、EUの欧州民主主義行動計画（European Democracy Action Plan）は、「有害な意図を持たずに共有されながらも、その効果

は未だ有害である虚偽の、又は誤解を招くコンテンツ」を「誤情報」（misinformation）、「欺き、又は経済的若しくは政治的利得を確保する

意図を持って拡散され、公共への損害を生じさせ得る虚偽の、又は誤解を招くコンテンツ」を「偽情報」（disinformation）とそれぞれ定義し

ており、この定義は「2022年偽情報に関する強化された行動規範」（the Strengthened Code of Practice on Disinformation 2022）でも踏

襲されている。 
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②の要件は、どのような「偽・誤情報」に対して、具体的にどのような対応（具体的な方策）1 

を実施すべきかが、ⅰ．からⅲ．までの各要素の有無・軽重により異なり得ることを示してい2 

る。 3 

この点について、情報そのものに「権利侵害性その他の違法性」（ⅰ．）がある場合には、比4 

較的広い範囲の具体的な方策との関係で②の要件に合致するものと評価し得るが29、「権利侵害5 

性その他の違法性」がない情報であっても、例えば、当該情報そのものが、又は当該情報が流6 

通・拡散することにより、 7 

 8 

・ 人の生命、身体又は財産に重大かつ明白な悪影響を与えるような情報30 9 

・ 重大な社会的混乱を招くような情報31 10 

 11 

については、情報伝送 PF事業者において、少なくとも、これらの情報の流通・拡散に関連して12 

自らのビジネスモデルがもたらす社会的影響を予測し、有効な軽減措置を実施する（第３章参13 

照）といった方策（又はそれ以上の方策）を要する程度の「客観的な有害性」（ⅰ．）又は「社14 

会的影響の重大性」（ⅱ．）を備えている、すなわち②の要件に合致するものと評価し得る。 15 

一方、これらの情報の具体的な範囲や、これらの情報以外のいかなる情報（又はその流通・16 

拡散）について、いかなる具体的な方策との関係で、「客観的な有害性」や「社会的影響の重大17 

性」が認められ得るかについては、今後、更なる検討が必要である。 18 

 19 

②の要件に関連して、「客観的な有害性」及び「社会的影響の重大性」がともに小さいなど一20 

定の類型の情報については、対応を検討すべき「偽・誤情報」の範囲に含まれないものと考え21 

ることが適当である。なお、「一定の類型の情報」として具体的にどのようなものが考えられる22 

かについては、今後、更なる検討が必要である3233。 23 

 24 

以上のほか、必ずしも誤りは含まれていないが文脈上誤解を招く（ミスリーディングな）情25 

報や、事実ではあるが人を害する意図を持って発信された悪意ある情報への対応の要否及び具26 

体的な対応の在り方については、具体的なケースを想定しつつ、今後、更なる検討が必要であ27 

る。 28 

                                                        
29 本検討会における議論では、オブザーバー団体（一般社団法人日本民間放送連盟）から、違法アップロードや放送コンテンツの改ざ

んへの対応を情報伝送 PF事業者に求める意見があった（本検討会第 21回（本WG第 24回）会合（2024年５月 30日）配付資料 21－

１－３）。 
30 例えば、感染症流行時に健康被害を生じさせ得る医学的に誤った治療法を推奨する情報、地震等の災害発生時における救命・救助

活動の妨げとなる実在しない住所を摘示しての救助要請、投資詐欺を目的としたなりすまし型のいわゆる「偽広告」など。 
31 例えば、存在しない災害が存在するかのように見せかけた偽画像、政府機関の建物が外部からの攻撃に遭ったかのように見せかけた

偽動画、国民生活に欠かせない公共インフラについて科学的根拠なく有害なものであると主張する偽・誤情報、地震等の災害発生時に

外国人が犯罪を犯しているとする偽・誤情報など。 
32 「一定の類型の情報」として、例えばパロディ・風刺などが考えられる。この点、豪州の 2023年通信法改正案（Combating 

Misinformation and Disinformation Bill）は、「真に娯楽、パロディ又は風刺の目的で作成されたコンテンツ」を適用除外としているところ、

我が国で対応すべき「偽・誤情報」の定義・範囲を検討するに当たっては、「真に」等の要件を求めることによる限定の要否が問題になり

得るとの指摘がある。 
33 このほか、報道の自由（最大判昭和 44年 11月 26日刑集 23巻 11号 1490頁（博多駅テレビフィルム提出命令事件））に基づく自律

的な努力が求められる報道機関等について、その自律性を尊重する観点から、伝統メディア等による誤報を上記「一定の類型の情報」

に含めることも考えられる。関連して、EUの「2022年偽情報に関する強化された行動規範」でも「誤報」（reporting error）が「偽情報」の

定義から除外されているほか、豪州の 2023年通信法改正案でも「専門的なニュースコンテンツ」（professional news content）が適用除

外とされている。 
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 1 

２．偽・誤情報の流通・拡散を抑止するための「コンテンツモデレーション」の類型 2 

 3 

情報伝送 PF事業者は、自らのビジネスモデルがもたらす社会的影響の軽減に向け、偽・誤情4 

報の流通・拡散を抑止等するために、例えば次に挙げるような多様な類型によるコンテンツモ5 

デレーションを講じている34。 6 

 7 

（１）偽・誤情報の流通・拡散を直接的に抑止するための措置 

① 発信者に対する警告表示 

投稿自体は可能だが、不適切な内容を投稿しようとしている、又は直近で投稿したこと

が判明している旨の警告を表示する措置 

② 収益化の停止 

広告を非表示にしたり、広告報酬の支払を停止することにより、収益化の機会を失わせ

る措置 

③ 情報の可視性に直接の影響がないラベルの付与 

本人確認を行っていない利用者の明示35等、情報発信者の信頼性等を見分けるためのラベ

ルを付与する措置 

④ 情報の可視性に一部影響するラベルの付与 

ファクトチェック結果の付与等、情報の信頼性等を見分けるためのラベルを付与する措

置 

⑤ 表示順位の低下 

投稿された情報を、受信者側のおすすめ欄等の表示候補から外したり、上位に表示され

ないようにする措置 

⑥ 情報の削除 

投稿された情報の全部又は一部を削除する措置 

⑦ サービス提供の停止・終了、アカウント停止・削除 

サービスの一部から強制退会、又はその一部の利用を強制終了し、新規投稿等をできな

いようにする措置や、アカウントの一時停止又は永久停止（削除）を実施する措置 

 

（２）信頼できる情報の流通促進を通じて間接的に偽・誤情報の拡散を抑止するための措置 

⑧ いわゆるプロミネンス 

信頼できる情報を、受信者側のおすすめ欄に表示したり、上位に表示されるようにする

措置 

 8 

これらのコンテンツモデレーションの有効性については、具体的な偽・誤情報の流通・拡散9 

状況等により、類型ごとに差があり得ることに留意が必要である。 10 

例えば、収益化の停止（②）は、発信者の認識（主観的意図）が経済的インセンティブ目当11 

てである、いわゆる「インプレッション稼ぎ」の投稿による偽・誤情報の流通・拡散に対して12 

は有効と考えられる一方、イデオロギーや政治的意図を持って発信された偽・誤情報の流通・13 

                                                        
34 本検討会におけるプラットフォーム事業者ヒアリングの結果によると、情報伝送 PF事業者は、このほかに例えば、再取得したアカウン

トにおける投稿制限、他のサービスや機能へのアクセス制限、プロフィールの編集要請、第三者が閲覧又はアクセスできない状態化、閲

覧を望まない第三者への非表示等のコンテンツモデレーションを実施している。 
35 本人確認を行った利用者のみを積極的に明示することで他と区別する措置を含む。 
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拡散に対する効果は限定的である可能性がある。 1 

 2 

また、コンテンツモデレーションの類型ごとに、その実施を促進等するための適切な方策は3 

異なり得ることにも留意が必要である。 4 

例えば、収益化の停止（②）は、情報伝送 PF事業者の広告収入が間接的に偽・誤情報の発信・5 

拡散主体の収入源となることを抑止する上で一定の効果が見込まれる一方、情報自体の可視性6 

には直接の影響がない措置であると考えられる。 7 

また、情報の可視性に影響しないラベルの付与（③）は、情報受信者における情報発信者の8 

信頼性等の判断を容易にする効果が期待される一方、情報自体の可視性には直接の影響がない9 

措置であると考えられる。 10 

一方、情報の可視性に一部影響するラベルの付与（④）は、当該情報そのものの信頼性を否11 

定するラベルを強制的に付すこと等を通じ、情報の可視性に一定の影響を与える措置であるが、12 

発信者が投稿した情報に別の情報が加えられる措置であって、情報を削除する措置とは性質が13 

異なると考えられる。 14 

表示順位の低下（⑤）は、情報の可視性への影響が大きくなり得る措置であると考えられる15 
36が、発信者の投稿自体は削除されずに残る上、特にレコメンデーション機能を介して優先表示16 

されていた情報の優先表示を停止することを通じた表示順位の低下については、通常通りの伝17 

送がされるに過ぎないと捉えることもできる。 18 

情報の削除（⑥）は、情報の全部又は一部を不可視とする措置であると考えられる。 19 

アカウント停止・削除（⑦）は、既に流通する情報を不可視とするのみならず、将来的な表20 

現行為の機会を与えない点において、事前抑制的な性格を有する措置であると考えられる。 21 

このように、上記（１）（偽・誤情報の流通・拡散を直接的に抑止するための措置）で挙げた22 

類型には、情報の可視性に直接の影響がないもの（①・②・③）や、情報の可視性に一部影響23 

を与えるもの（④・⑤）、情報の全部又は一部を不可視とするもの（⑥・⑦）等、情報の可視性24 

に与える影響の大小に差異があり得るところ、一般的には、情報の可視性に与える影響が小さ25 

いものほど、表現の自由への制約は小さくなると言える。このことも踏まえ、情報伝送 PF 事業26 

者においては、対象とする偽・誤情報の定義・範囲（上記１．）に照らし比例的な対応を検討す27 

ることが適当である。 28 

 29 

一方、いわゆるプロミネンス（⑧）については、いかなる情報を「信頼できる」ものと考え30 
37、また具体的にいかなる場合に「受信可能性の向上」がなされたと認められるべきかなど、そ31 

の実施を促進等するための方策の設計に当たって特有の課題が存在するため、他の類型（①か32 

ら⑦まで）とは異なる取扱いが必要との指摘がある。具体的な促進等の方策の在り方について、33 

今後、更なる検討が必要である38。 34 

 35 

                                                        
36 特に透明性の確保が不十分な状態で行われる表示順位の低下（表示順位が低下したこと及びその理由が発信者に通知されないな

ど）は、一般に「シャドウバン」（shadowban）と呼ばれ、米国の一部州ではこれを規制する動きも存在する（例えば、フロリダ州法 SB7072。

ただし、合憲性を巡り係争中）。 
37 なお、総務省「令和４年度情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査報告書」によると、世の中の動きやできごとについて

信頼できる情報を得るために最も利用するメディアについて、全年代では「テレビ」を挙げる人が 53.1％で最も多く、また、各メディアの信

頼度については、各年代で「新聞」又は「テレビ」と回答する人の割合が高かった。特に災害時の情報収集手段については、「テレビ」を

挙げる人が７割前後で最も多いとする調査結果も存在する（株式会社 NTT ドコモ「モバイル社会白書 2023年版」）。 
38 特に災害発生時等における情報伝送 PFサービスがもたらす社会的影響の軽減措置としてのプロミネンスの重要性について、第３章

２．参照。 
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以上の措置をはじめとして、上記１．で述べた「対応を検討すべき「偽・誤情報」の定義・1 

範囲」に含まれる偽・誤情報の流通・拡散を抑止するため、制度整備も含め、情報伝送 PF 事業2 

者によるコンテンツモデレーションの実施を促進等するとともに、その確実な実施を図ること3 

が適当である。 4 

 5 

３．偽・誤情報に対するコンテンツモデレーションの実効性確保に向けた方策 6 

 7 

（１）総論 8 

 9 

情報伝送 PF 事業者によるコンテンツモデレーションの実効性を確保するための方策として10 

は、例えば次のようなものが考えられる。 11 

 12 

① コンテンツモデレーションに関する透明性の確保を通じた過不足ない実施の確保 

② コンテンツモデレーションに関する対応の迅速化を通じた実施の促進 

③ 収益化の停止、ラベルの付与等、情報の可視性に直接の影響がないコンテンツモデレー

ションを中心に、体制を整備して確実に実施 

④ 情報の削除、アカウントの停止・削除等、情報の可視性への影響が大きいコンテンツモ

デレーションについて、体制を整備して確実に実施 

⑤ 上記①から④までの組合せによる対応 

 13 

これらの方策については、以下（２）から（７）までにおいて詳述するように、対象とする14 

偽・誤情報の特性・性質（権利侵害性その他の違法性・有害性、流通することによる社会的影15 

響の重大性、誤りの明白性）等に応じた対応とすることが適当である。 16 

 17 

（２）コンテンツモデレーションに関する透明性の確保を通じた過不足ない実施の確保 18 

 19 

上記（１）①の方策は、情報伝送 PF事業者によるコンテンツモデレーションが日本国内にお20 

いて過不足なく実施されていることに関し、利用者を含む社会一般が確認し、情報伝送 PF サー21 

ビスに対する信頼性を向上させるとともに、利用者において各サービスを比較・選択し、自律22 

的な意思決定に基づいて情報の発信・受信を行うことを可能にするための方策である。この方23 

策については、特定電気通信による情報の流通によって発生する権利侵害等への対処に関する24 

法律（以下「情報流通プラットフォーム対処法」という。）39における透明化規律40を参考としつ25 

つ、次の（ⅰ）から（ⅳ）までの対応を中心に具体化を進めることが適当である。 26 

 27 

（ⅰ）コンテンツモデレーションに関する基準（どのような場合にどの類型のコンテンツモ

デレーションを行うか）や手続を事前に策定・公表 

（ⅱ）コンテンツモデレーションの実施要否等の判断に関与する人員等の体制に関する情報

を公表 

                                                        
39 令和６年改正後の特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律（以下、改正前の法律を

特に「プロバイダ責任制限法」という。）をいう。 
40 情報伝送 PF事業者を含む特定電気通信役務提供者（プロバイダ責任制限法２条３号）による情報の削除やアカウントの停止・削除

（送信防止措置）について、大規模な特定電気通信役務提供者に対し、削除等の基準の策定・公表（運用状況の公表を含む。）や削除

等した場合の発信者への通知といった措置を義務付けるもの（情報流通プラットフォーム対処法 27条から 29条まで）。 
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（ⅲ）上記（ⅰ）の基準の運用状況を事後に公表 

（ⅳ）コンテンツモデレーションを実施した場合に、その旨及び理由並びに不服申立ての方

法を発信者に通知 

 1 

その際、これらの方策の具体化に当たっては、公表・通知等すべき具体的事項の詳細や、対2 

象とするコンテンツモデレーションの範囲（特に、収益化の停止、ラベルの付与等、情報の可3 

視性に直接の影響がないコンテンツモデレーションや、情報の可視性に一定の影響を与える表4 

示順位の低下を対象に含めるか否か）等について、今後、更なる検討が必要である。 5 

この点については、外資系も含む情報伝送 PF 事業者によるコンテンツモデレーションが日6 

本国内において過不足なく適正に実施されていることに関し、利用者を含む社会一般が確認し、7 

情報伝送 PF サービスに対する信頼性を向上させるという目的に照らして具体化することが適8 

当である。 9 

特に（ⅱ）の具体化に当たっては、日本語や日本の社会・文化・法令を理解する者の配置状10 

況に関する情報や、情報伝送 PF 事業者によるコンテンツモデレーションの実施要否等の判断11 

プロセスに AIを含む自動的手段が用いられる場合における当該手段の実効性に関する情報（例12 

えばエラー率や、発信者からの不服申立てを受けて判断に変更を加えた件数・割合等）を公表13 

することも含めて検討することが適当である。 14 

その際には、外資系も含む情報伝送 PF 事業者から情報の提供を受けつつ、AI を含む自動的15 

手段による判断プロセスや判断結果等の実態を、より詳細に把握・分析することも必要である。 16 

 17 

（３）コンテンツモデレーションに関する対応の迅速化を通じた実施の促進 18 

 19 

上記（１）②の方策は、情報伝送 PF事業者によるコンテンツモデレーションの実施の有無及20 

び内容に関する判断の自主性は維持しつつ、当該判断を含む対応そのものの確実な実施及び迅21 

速化を図る方策である。この方策については、情報流通プラットフォーム対処法における迅速22 

化規律41等42を参考としつつ、次の（ⅰ）から（ⅳ）までの対応を中心に具体化を進めることが23 

適当である。 24 

 25 

（ⅰ）外部からのコンテンツモデレーション申出・要請窓口を整備・公表 

（ⅱ）上記（ⅰ）の窓口を通じて申出・要請があった場合に、一定期間内にコンテンツモデ

レーションの実施の要否・内容を判断し、申請者に判断結果（及び不服申立ての方法）

を通知 

（ⅲ）コンテンツモデレーションの実施の要否・内容を判断するための体制（コンテンツモ

                                                        
41 特定電気通信役務提供者による（偽・誤情報に限らない）他人の権利を侵害する情報の削除（送信を防止する措置）について、大規

模な特定電気通信役務提供者に対し、被侵害者からの削除申出窓口・手続の整備・公表、被侵害者からの削除申出への対応体制の

整備、被侵害者からの削除申出に対する判断・通知（原則、一定期間内）といった措置を義務付けるもの（情報流通プラットフォーム対処

法 23条から 26条まで）。 
42 例えば、特定電気通信役務提供者による（偽・誤情報に限らない）他人の権利を侵害する情報の削除（送信を防止する措置）につい

て、プロバイダ責任制限法３条２項及び４条、私事性的画像記録の提供等による被害の防止に関する法律（以下「リベンジポルノ防止

法」という。）４条、性をめぐる個人の尊厳が重んぜられる社会の形成に資するために性行為映像制作物への出演に係る被害の防止を図

り及び出演者の救済に資するための出演契約等に関する特則等に関する法律（以下「AV新法」という。）16条等が、被侵害者からの申

出を契機とした情報の削除により発信者が被った損害について一定の条件の下で特定電気通信役務提供者を免責する旨を定めてい

る。 
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デレーションに関する不服申立てを受け付ける体制を含む。）を整備 

（ⅳ）一定の条件（例えば、行政機関等の特定の第三者からの申出・要請を受けて実施した

場合等）の下で行ったコンテンツモデレーションにより発信者が被った損害について、

情報伝送 PF事業者を免責 

 1 

その際、これらの方策の具体化に当たっては、濫用的な申出・要請から生じる情報伝送 PF 事2 

業者の実務上の負担に配慮する観点から、対象とする偽・誤情報の特性・性質に応じ、いかな3 

る主体からの申出・要請を契機としたコンテンツモデレーションの実施を促進すべきかについ4 

て、以下を基本的な方向性としつつ、今後、更なる検討が必要である43。 5 

 6 

① 他人の権利を侵害する違法な偽・誤情報 7 

 8 

他人の権利を侵害する違法な偽・誤情報については、（既に情報流通プラットフォーム対処法9 

に規律が置かれたように、）自己の権利を侵害されたとする者（被侵害者）からの申出・要請を10 

契機としたコンテンツモデレーションについて、上記（ⅰ）から（ⅳ）までのような対応を中11 

心に、その迅速化を通じた実施の促進のための方策の在り方について具体化を進めることが、12 

濫用的な申出・要請のおそれも小さく適当である。 13 

 14 

② 行政法規に抵触する違法な偽・誤情報 15 

 16 

行政法規に抵触する違法な偽・誤情報については、対応の迅速化を通じた実施の促進を図る17 

こととする場合、違法性の判断能力の観点から、当該行政法規を所管する行政機関（当該行政18 

機関の委託や認証を受けた機関を含む。）からの申出・要請を契機としたコンテンツモデレー19 

ションについて、上記（ⅰ）から（ⅳ）までのような対応を中心に具体化を進めることが基本20 

的には適当である44。なお、この点については、今後、具体的な行政法規45を洗い出しつつ、具21 

体化を進めることが適当である。 22 

ただし、この場合の対応については、前提として、行政機関による恣意的な申出・要請を防23 

止し、透明性・アカウンタビリティを確保するとともに、過度な申出・要請に対し発信者や情24 

報伝送 PF 事業者を救済するため、次のような方策を併せて検討することが不可欠である46。 25 

                                                        
43 特に行政法規に抵触する違法な偽・誤情報について、行政機関（及び当該行政機関の委託や認証を受けた機関）だけでなく、司法

機関や地方自治体、さらにはその他一般私人からの申出・要請を契機としたコンテンツモデレーションの実施を促進することも検討すべ

きという意見があった。なお、EUデジタルサービス法（Digital Services Act。以下「DSA」という。）は、ホスティングサービスの提供者に対

し、一般私人を含むあらゆる個人や団体から違法コンテンツと思われる情報が存在する旨の通報を受け付ける体制の整備を求める（16

条）と同時に、ホスティングサービスを含む仲介サービスの提供者に対し、司法機関や行政機関から違法コンテンツについて何らかの対

応を求める措置命令を受けた場合に、不当に遅滞なく当該司法・行政機関へ対応結果を報告することを求めている（９条）。 
44 なお、特定電気通信役務提供者による医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（以下「薬機法」とい

う。）で禁止される医薬品等に関する虚偽・誇大広告や無承認医薬品等の広告である情報の削除（送信を防止する措置）については、

既に同法 72条の６が、厚生労働大臣又は都道府県知事による要請を契機とした削除により発信者が被った損害について、一定の条件

の下で特定電気通信役務提供者を免責する旨を定めている。 
45 保護法益の重要性（及びその表れとしての違反した場合の処分の重大性）、所管行政機関の専門性等が考慮要素となり得る。 
46 みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社「令和５年度 国内外における偽・誤情報に関する意識調査 結果紹介」（本検討会第 18

回（本WG第 17回）会合（2024年５月９日）資料 18―２－１）によると、政府がデジタルプラットフォームサービス事業者（SNS、検索、動

画投稿・共有など）に対してコンテンツモデレーションを要求するに当たって必要な原則を尋ねたアンケート調査の結果は、日本を除くす

べての対象国（米国、英国、フランス、韓国、豪州）で「透明性」と回答した割合が最も高く、日本においても「法的根拠」（51.4％）、「正当

な目的」（51.1％）に次ぐ３位（44.2％）であった。 
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 1 

（ア）行政機関において、申出・申請に関する手続等（事後救済手段を含む。）を事前に策定・

公表 

（イ）行政機関において、実際に行った申出・申請の状況を事後的に公表 

（ウ）申出・要請に応じて実施されたコンテンツモデレーションにより発信者が被った損害

について、情報伝送 PF事業者を免責 

（エ）コンテンツモデレーションを実施した情報伝送 PF事業者において、行政機関の名称等

の情報を発信者に通知 

 2 

その際、このような行政機関による申出・申請に関する透明性・アカウンタビリティを確保3 

するための方策の具体化に当たっては、行政手続に関する既存の法的枠組み（例えば、行政指4 

導指針の策定・公表義務47、国家賠償法等）との関係について、今後、更なる検討が必要である。 5 

 6 

③ 権利侵害性その他の違法性はないが有害性や社会的影響の重大性が大きい偽・誤情報 7 

 8 

権利侵害性その他の違法性はないが有害性や社会的影響の重大性が大きい偽・誤情報は、上9 

記①の偽・誤情報（他人の権利を侵害する違法な偽・誤情報）や上記②の偽・誤情報（行政法10 

規に抵触する違法な偽・誤情報）とは異なり、違法性のない情報であることから、これに対す11 

るコンテンツモデレーションについては、第３章で後述する「情報伝送 PFサービスが与える情12 

報流通の健全性への影響の軽減に向けた方策」としての影響評価・軽減措置の確実な実施を求13 

める枠組みの活用を含め、情報伝送 PF 事業者による取組を促す観点が重要である。 14 

一方、こうした取組の実効性を担保することも重要であるところ、以下の方向性を基本とし15 

つつ、上記（ⅰ）から（ⅳ）までのような対策を含め、情報伝送 PF 事業者によるコンテンツモ16 

デレーションの迅速化を通じた実施の促進のための方策の在り方について具体化を進めるこ17 

とが適当である。 18 

 19 

（ア）情報の可視性への影響が大きいコンテンツモデレーション 20 

 21 

上記のとおり、権利侵害性その他の違法性はないが有害性や社会的影響の重大性が大きい偽・22 

誤情報は、違法性のない情報であることから、第三者からの申出・要請を契機とした可視性へ23 

の影響が大きいコンテンツモデレーション（情報の削除、アカウント停止・削除等）について24 

上記（ⅰ）から（ⅳ）までのような対策の実施を制度的に担保することは、そうした措置の実25 

施により、違法性のない情報に関する利用者の表現の自由を実質的に制約するおそれがあるた26 

め、当該偽・誤情報の特性・性質（有害性や社会的影響の大小・明白性、誤りが含まれること27 

の明白性）を考慮しつつ、引き続き慎重な検討が必要である。 28 

一方、情報伝送 PF 事業者が自主的な判断により、こうした情報の流通・拡散を抑止するた29 

め、利用規約等に基づいて、情報の可視性への影響が大きいコンテンツモデレーションの措置30 

                                                        
47 同一の行政目的を実現するため一定の条件に該当する複数の者に対し行政指導をしようとするときは、行政機関は、あらかじめ、事

案に応じ、行政指導指針を定め、かつ、行政上特別の支障がない限り、これを公表しなければならない（行政手続法 36条）。なお、薬機

法 72条の５第２項に基づく厚生労働大臣又は都道府県知事の要請については、「インターネット上の無承認医薬品及び指定薬物等に

係る広告監視指導について」（平成 26年 12月 17日薬食監麻発 1217第１号厚生労働省医薬食品局監視指導・麻薬対策課長通知）

において、都道府県知事が特定電気通信役務提供者に対して送信防止措置の実施を要請する場合の手順・方式（事後に厚生労働省

宛てに連絡することを含む。）を規定・公表している。 
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を講ずることは妨げられるものではない。こうした取組を促す観点からは、第３章で後述する1 

「情報伝送 PF サービスが与える情報流通の健全性への影響の軽減に向けた方策」として情報2 

伝送 PF 事業者による影響評価・軽減措置の確実な実施を求める枠組みを活用することが適当3 

である。 4 

 5 

（イ）情報の可視性に直接の影響がないコンテンツモデレーション等 6 

 7 

上記のとおり、権利侵害性その他の違法性はないが有害性や社会的影響の重大性が大きい偽・8 

誤情報に対するコンテンツモデレーションについては、第３章で後述する「情報伝送 PFサービ9 

スが与える情報流通の健全性への影響の軽減に向けた方策」としての影響評価・軽減措置の確10 

実な実施を求める枠組みの活用を含め、情報伝送 PF 事業者による取組を促す観点が重要であ11 

る。一方、こうした取組の実効性を担保することも重要であるところ、特に情報の可視性に直12 

接の影響がないコンテンツモデレーション（収益化の停止、ラベルの付与等）を中心とした対13 

応については、発信者や情報伝送 PF事業者以外の特定の第三者（当該情報付近に広告を表示さ14 

れた広告主、ファクトチェック機関、行政機関等）から申出・要請があった場合における上記15 

（ⅰ）から（ⅳ）までのような対策を含め、情報伝送 PF 事業者によるコンテンツモデレーショ16 

ンの迅速化を通じた実施の促進のための方策の在り方について具体化を進めることが適当で17 

ある。 18 

なお、当該偽・誤情報の特性・性質（有害性や社会的影響の大小・明白性、誤りが含まれる19 

ことの明白性）に応じた適切な申出・要請主体の範囲や対象とするコンテンツモデレーション20 

の範囲等の詳細については、今後、更なる検討が必要である。 21 

 22 

（４）情報の可視性に直接の影響がないものを中心としたコンテンツモデレーションの確実な23 

実施 24 

 25 

上記（１）③の方策は、コンテンツモデレーションのうち、情報の可視性に直接の影響がな26 

い収益化の停止、ラベルの付与等を中心に、情報伝送 PF事業者による確実な実施を担保するた27 

めの方策である。 28 

特に、権利侵害性その他の違法性はないが有害性や社会的影響の重大性が大きい偽・誤情報29 

に対するコンテンツモデレーションについては、上記（３）のとおり、第３章で後述する「情30 

報伝送 PF サービスが与える情報流通の健全性への影響の軽減に向けた方策」としての影響評31 

価・軽減措置の確実な実施を求める枠組みの活用を含め、情報伝送 PF 事業者による取組を促32 

す観点が重要である。一方、こうした取組の実効性を担保することも重要であるところ、情報33 

の可視性に直接の影響がない方策を中心としたコンテンツモデレーションを確実に実施する方34 

策については、利用者の表現の自由の保護とのバランスを踏まえつつ、発信者や情報伝送 PF 事35 

業者以外の特定の第三者（当該情報付近に広告を表示された広告主、ファクトチェック機関、36 

行政機関等）からの申出・要請を契機としたコンテンツモデレーション（収益化の停止、ラベ37 

ルの付与等）の実施も含め、具体化を進めることが適当である。 38 

なお、本 WGにおける議論では、権利侵害性その他の違法性はないが有害性や社会的影響の重39 

大性が大きい偽・誤情報の一部について、脆弱な個人に対するレコメンデーションや広告ター40 

ゲティングの停止（これもコンテンツモデレーションの一類型に該当すると考えられる。）の確41 

実な実施を担保することが適当とする意見もあった。こうした方策の適否については、情報伝42 

送 PF サービスにおけるレコメンデーションや広告ターゲティングの実態を踏まえつつ、今後、43 
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更なる検討が必要である。 1 

 2 

（５）情報の可視性への影響が大きいコンテンツモデレーションの確実な実施 3 

 4 

上記（１）④の方策により、情報伝送 PF事業者に対し、偽・誤情報の流通・拡散に対する対5 

応として、情報の削除やアカウント停止・削除の確実な実施を罰則付きで義務付けて、その流6 

通・拡散の抑止を制度的に担保することについては、情報伝送 PF事業者による過度な削除やア7 

カウントの停止・削除が行われることにより、利用者の表現の自由を実質的に制約するおそれ8 

があるため、対象とする偽・誤情報の特性・性質（権利侵害性その他の違法性・有害性、流通9 

することによる社会的影響の重大性、誤りの明白性）を考慮しつつ、引き続き慎重な検討が必10 

要である48。 11 

ただし、情報伝送 PF事業者が利用者との契約に基づき、自主的に情報の削除やアカウント停12 

止・削除の確実な実施を行うことは妨げられるものではない。 13 

 14 

（６）違法性を有する偽・誤情報の発信を繰り返す発信者等への対応 15 

 16 

明白な権利侵害性その他の違法性を有する偽・誤情報を繰り返し発信する者など、特に悪質17 

な発信者に対する情報の削除やアカウント停止・削除を確実に実施する方策については、こう18 

した対応の段階的な実施を担保することも含め、具体化を進めることが適当である。 19 

なお、こうした方策を実施する具体的な要件等については、情報伝送 PF事業者によって実施20 

されているコンテンツモデレーションの実態等を踏まえつつ、今後、更なる検討が必要である。 21 

 22 

（７）情報流通の態様に着目したコンテンツモデレーションの実施 23 

 24 

令和６年能登半島地震では、Ｘ（旧 Twitter）の仕様変更（発信者への経済的インセンティ25 

ブの付与開始）に伴い、閲覧数稼ぎが目的とみられる複製投稿（いわゆるコピペ投稿）その他26 

偽・誤情報を含む投稿が多数確認されたとの調査結果がある。このように、例えば、別の投稿27 

を複製した投稿が高頻度で送信された場合等、送信された情報の内容そのものの真偽に着目す28 

るのではなく、情報流通の態様に着目したコンテンツモデレーションの実施の在り方について29 

も、偽・誤情報の流通・拡散を抑止する観点も含め、具体化を進めることが適当である。 30 

なお、具体的にどのような態様の情報流通を対象とするか等の詳細については、当該態様の31 

情報流通によって発生又は増幅する影響及びリスクを特定しつつ、今後、更なる検討が必要で32 

ある。 33 

 34 

                                                        
48 なお、インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律６条に定める禁止誘引行為（児童を異性交

際の相手方となるように誘引すること等）に係るいわゆる出会い系サイトへの書き込みについては、既に同法 12条１項が、当該出会い系

サイトを運営する事業者に対し、当該禁止誘引行為が行われていることを知ったときに当該書き込みを削除（インターネットを利用して公

衆が閲覧することができないようにするための措置）すべき義務を課している（ただし、義務違反に対する罰則は定められていない。）。ま

た、青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律２条３項に定める青少年有害情報（インターネットを

利用して公衆の閲覧（視聴を含む。）に供されている情報であって青少年の健全な成長を著しく阻害するもの）については、既に同法 21

条が、情報伝送 PF事業者を含む特定サーバー管理者（同法２条 11項）に対し、その管理する特定サーバーを利用して他人により青

少年有害情報の発信が行われたことを知ったとき又は自ら青少年有害情報の発信を行おうとするときに、当該青少年有害情報について

インターネットを利用して青少年による閲覧ができないようにするための措置（青少年閲覧防止措置）をとるべき努力義務を課している。 
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４．偽・誤情報の発信を抑止するためのその他の方策 1 

 2 

コンテンツモデレーションの実施を促進する以外に、偽・誤情報の発信を抑止するための方3 

策として、国内の既存の法制度の下では、発信者に対する刑罰による対応49、民事法による対応4 
50、行政処分等による対応51が講じ得ることとされている。 5 

一方、情報伝送 PF 事業者を含む伝送主体においては、こうした発信者の法的責任を前提に、6 

共同正犯（刑法 60 条）や幇助犯（同法 62 条）として処罰されたり、一定の条件の下で被侵害7 

者から損害賠償請求や差止請求を受けたり、行政機関等から一定の処分・要請等52を受けたりす8 

ることがあり得るところ、情報伝送 PF サービスがデジタル空間における情報流通の健全性に9 

与える影響の大きさや、情報伝送 PF事業者に期待される役割・責務等に照らすと、こうした既10 

存の対応では実効性の観点から十分でない可能性が指摘されている53。 11 

このように、情報伝送過程で偽・誤情報の発信を抑止するための追加的な方策として、例え12 

ば次のようなものが考えられるが、いかなる方策が必要かつ適当か、また、その方策をどのよ13 

うに実現するかについては、情報伝送 PF事業者による取組等の実態を踏まえつつ、その自主的14 

な実施を促す方策も含め、今後、更なる検討が必要である。 15 

 16 

① アカウント登録時やアカウント情報変更時等の本人確認の厳格化 

② botアカウントの抑止策の導入（アカウントの有料化等） 

③ 特定のサービスアーキテクチャの採用（シェア、リポスト等の拡散機能の利用に複数の

アクションを要求する等） 

 17 

特に①については、発信者のトレーサビリティを確保することを通じ、偽・誤情報の発信に18 

一定の抑止効果を期待できるものの、その効果は事後的な責任追及の可能性を前提とした間接19 

的なものに過ぎないことを踏まえれば、偽・誤情報の発信を抑止するための方策としての実効20 

性に疑義があること、匿名表現の自由への制約となり得ること等から、情報伝送 PFサービスに21 

おけるアカウント登録時等の本人確認の実態を踏まえつつ、制度的な対応の要否について慎重22 

な見極めが必要である54。 23 

 24 

  25 

                                                        
49 例えば、名誉毀損（刑法 230条１項）、侮辱（同法 231条）、信用毀損・偽計業務妨害（同法 233条）、詐欺（同法 246条）、私電磁的

記録不正作出（同法 161条の２第１項）、著作権法違反（同法 119条１項）、金融商品取引法上の風説の流布・偽計（同法 158条）、わ

いせつ電磁的記録等頒布（刑法 175条１項）、児童ポルノの提供等（児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童

の保護等に関する法律７条６項）、公職の候補者へのなりすまし（公職選挙法 235条２項）、公職の候補者に関する虚偽事項の公表（同

条１項）等の罪に当たるとして処罰されることがあり得る。 
50 例えば、名誉権、名誉感情、営業上の利益、肖像権、パブリシティ権、プライバシー権、アイデンティティ権等の権利又は法律上保護

される利益を侵害するとして、被侵害者から損害賠償請求や差止請求がなされることがあり得る。 
51 例えば、不当景品類及び不当表示防止法に基づく表示規制（同法５条）、医師に対する行政処分（医師法７条）、弁護士に対する懲

戒処分（弁護士法 56条）、条例に基づくヘイトスピーチ等を行った者の氏名等の公表等。 
52 警察庁の委託を受けたインターネット・ホットラインセンター（IHC）による違法情報、自殺誘引等情報及び重要犯罪密接関連情報の削

除要請、法務省人権擁護機関による人権侵害情報の削除要請等。 
53 この点、例えばドイツでは、裁判例上、情報伝送 PF事業者において、他人の権利を侵害するコンテンツが流通していることについて

通知を受けた場合、当該通知されたコンテンツそのもののみならず、通知から理解した権利侵害の内容に基づき対象となる他のコンテン

ツをも特定した上で、対応する義務を負う場合がある（この義務は、技術的・経済的観点から合理的に可能な手段を全て講じた場合に限

り免責される）とされており、情報伝送 PF事業者に対し、より積極的な義務を課す法制度が存在すると言える。 
54 他方で、本人確認自体は任意としつつ、前述のとおり、本人確認を行ったアカウントのみを積極的に明示することで他と区別する措置

については、コンテンツモデレーションの一類型として、その実効性確保に向けた方策を別途検討し得る。 
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第３章 情報伝送 PF サービスが与える情報流通の健全性への影響の軽減に向け1 

た方策の在り方 2 

 3 

第２章で述べたとおり、情報伝送 PFサービスは、デジタル空間における情報流通の主要な場4 

となっており、その中で偽・誤情報その他真偽が不確かな情報や、事実ではあるが人を害する5 

悪意を持って発信された情報（以下、総称して「偽・誤情報等」という。）が流通・拡散するこ6 

とにより、人の生命、身体又は財産への影響、個人の自律的な意思決定を含む人格権やその他7 

基本的人権への影響、健全な民主主義への影響その他の社会的混乱等の実空間への影響が発生・8 

増幅し得る。 9 

このような社会的影響については、権利侵害性その他の違法性を有する偽・誤情報等の流通・10 

拡散によって生じ得ることはもちろん、それ以外の偽・誤情報等の流通・拡散によって生じる11 

場合もあるところ、特に後者のような、権利侵害性その他の違法性はないが有害性や社会的影12 

響の重大性が大きい偽・誤情報等の流通・拡散による影響の軽減に向けた方策としては、表現13 

の自由への制約となるようなコンテンツモデレーションを直接的に促進等することよりも、情14 

報の可視性に直接の影響がないコンテンツモデレーションの実効性を確保しつつ（第２章参照）、15 

当該情報の有害性や社会的影響の重大性の軽重に応じ、情報伝送 PF事業者の自主性・裁量を一16 

定程度確保しながら、有効な影響軽減措置の検討及び実施を促していくことが必要かつ適当な17 

場面が多いと考えられる55。 18 

以上に加え、第２章で述べたデジタル空間における情報流通の現状や、情報伝送 PF 事業者19 

に期待される役割・責務及びこれまでの取組状況等を踏まえると、制度整備も含め、情報伝送20 

PF 事業者に対して以下の具体的措置を求めることが適当である。 21 

 22 

１．情報伝送 PF事業者による社会的影響の予測・軽減措置の実施 23 

 24 

情報伝送 PF 事業者は、デジタル空間における情報流通に関する役割・責務等を踏まえ、自ら25 

が設計するサービスアーキテクチャ（サービスに組み込まれたアルゴリズムを含む。）や利用規26 

約等を含むビジネスモデルがもたらす社会的影響の軽減に向け、将来にわたる社会的影響を事27 

前に予測し、その結果を踏まえて、影響を軽減するための措置（サービスアーキテクチャの変28 

更、利用規約等の変更、コンテンツモデレーションの方法・プロセスの変更、レコメンデーシ29 

ョン機能の変更等を通じた措置）を検討・実施すること56が適当である。 30 

特に、情報伝送 PF サービスのレコメンデーションシステムや広告ターゲティング技術を通31 

じ、個人の特性や状況に応じた脆弱性に着目してコンテンツやデジタル広告の表示先・表示順32 

位が決定されることにより、偽・誤情報等の流通・拡散等による社会的影響が深刻化するリス33 

クが指摘されているところ、こうしたリスクを含め、情報伝送 PF サービスのアーキテクチャ34 

に起因する社会的影響を軽減するための方策として、最低限必要な具体的措置の実施を直接的35 

                                                        
55 他方で、権利侵害性その他の違法性はないが有害性や社会的影響の重大性が大きい偽・誤情報等の中に、情報伝送 PF事業者自

身による影響軽減措置の検討及び実施よりも、むしろ可視性への影響が大きいものも含むコンテンツモデレーション等の直接的な促進

等を図るべき領域が存在するかについては、今後、更なる検討が必要である。 
56 同様に、サービス等が外部的な権利・利益に対して将来与えるであろう影響等を事前に予測し、あらかじめ軽減措置の実施を求める

既存の法的枠組みとして、例えば、金融商品取引法に基づく内部統制報告制度、行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律に基づく特定個人情報保護評価、環境影響評価法に基づく環境影響評価、EU DSA基づくシステミックリスクの

評価、英国オンライン安全法（Online Safety Act 2023）に基づくリスク評価等が存在する。 
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に促進等しつつ、それに加え、当該サービスアーキテクチャを自ら設計する情報伝送 PF 事業1 

者自身に影響予測と軽減措置の確実な実施を求める枠組みの具体化を進めることが適当であ2 

る57。 3 

 4 

その際、情報伝送 PF サービスの利用者及び情報伝送 PF 事業者自身の表現の自由への過度の5 

制約を回避しつつ、影響予測に用いられる指標の客観性の確保を通じて情報伝送 PF 事業者に6 

よる恣意的な影響予測を防ぎ、かつ、情報伝送 PF 事業者が実施する軽減措置の実効性を担保7 

するため、次のような方策を中心に具体化を進めることが適当である。 8 

 9 

① 政府による基本的な制度設計の下、民産学官のマルチステークホルダーが、その協議に

基づき、影響予測の視点や軽減措置の実施項目を定めた実施指針を策定・公表 

② 情報伝送 PF事業者において、上記①の実施指針に従って影響予測を実施し、その結果や

それに基づき講じた措置の内容を公開又は行政機関その他の民産学官のマルチステークホ

ルダーに報告 

③ 民産学官のマルチステークホルダーが、その協議に基づき、上記②の影響予測の結果や

それに基づき講じられた措置の内容を検証・評価 

 10 

上記①（実施指針の策定・公表）及び③（検証・評価）の場面における民産学官の役割分担11 

の具体化に当たっては、政府（官）による大枠の制度設計の下、少なくとも表現の自由との関12 

わりがある部分は民産学のステークホルダーが主として協議・決定を行い、機能不全が生じた13 

場合に補完的に政府が関与するという、段階的・多層的な形を基本とすることが適当である。 14 

この制度設計に当たっては、偽・誤情報等が流通・拡散することによる社会的影響（人の生15 

命、身体又は財産への影響、個人の自律的な意思決定を含む人格権やその他基本的人権への影16 

響、健全な民主主義への影響その他の社会的混乱等の実空間への影響）を予測し、本検討会で17 

検討されている「情報流通の健全性」に関する基本理念（表現の自由と知る権利の実質的保障18 

及びこれらを通じた法の支配と民主主義の実現、安心かつ安全で信頼できる情報流通空間とし19 

てのデジタル空間の実現、国内外のマルチステークホルダーによる国際的かつ安定的で継続的20 

な連携・協力）に照らし必要かつ十分な軽減措置の実施を確保するという目的に沿ったものと21 

することが重要である。 22 

一方、具体的な設計として、例えば、マルチステークホルダーによる実施指針の策定や検証・23 

評価プロセスの具体的な在り方等については、表現の自由との関わりがあるために民産学のス24 

テークホルダーが主として協議・決定すべき部分と、政府が関与すべき部分をどのように切り25 

分けるかを含め、今後、更なる検討が必要である。 26 

                                                        
57 他方で、情報伝送 PFサービスのレコメンデーションシステムや広告ターゲティング技術がデジタル空間における情報流通の健全性

にもたらすリスクへの対応として、情報伝送 PF事業者による影響予測及び軽減措置の実施に加えて、いかなる方策が必要かつ適当か

については、今後、更なる検討が必要である。なお、本検討会における議論では、オブザーバー団体（一般社団法人 MyDataJapan）か

ら、 

・ 広告ターゲティングやレコメンデーションに使われるデータを収集する際に、情報を取得するタッチポイントにおいて、誰が何の目的

で収集し、どのようなリスクを伴うのかを分かりやすく生活者に対し通知し、取得の拒否などのコントローラビリティを確保することを義務付

ける 

・ 社会問題・政治に関する広告や投稿に関しては、そのターゲティングやレコメンデーションシステムで用いることのできるパーソナルデ

ータを制限する 

という提案があった（本検討会第 19回（本WG第 19回）会合（2024年５月 15日）配付資料 19－２－２）。 
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 1 

また、上記②の方策の具体化に当たっては、公開又は報告される情報の内容・粒度はある程2 

度統一され、各社の取組を比較できるものとすることが適当である。 3 

 4 

さらに、上記③の方策の具体化に当たっては、マルチステークホルダーの検証・評価能力を5 

確保するため、情報伝送 PF 事業者からマルチステークホルダー又はこれを構成する研究者・6 

研究機関に対して関連する情報やデータ（例えば、投稿に関するメタデータや、サービスに組7 

み込まれたアルゴリズムに関する情報等）が確実に提供されることを制度的に担保する仕組み8 

を検討することが適当である58。その際、当該情報やデータに含まれる個人情報や機密情報の適9 

正な取扱いも併せて担保されることが適当である。 10 

 11 

上記①から③までの枠組みの具体的な設計については、これらの観点を踏まえつつ、今後、12 

更なる検討が必要である59。 13 

 14 

以上に加え、情報伝送 PF 事業者による影響予測と軽減措置の確実な実施を担保する枠組み15 

の具体化に当たっては、マルチステークホルダーが策定した実施指針や検証・評価の結果を情16 

報伝送 PF サービスに確実に反映するための方策についても、併せて具体化を図ることが適当17 

である。 18 

こうした方策としては、例えば次のようなものが考えられるが、いかなる方策が必要かつ適19 

当か、実効性を担保するためにどのような執行手段を整備するかについても、上記①から③ま20 

での枠組みの具体的な設計と並行して、今後、更なる検討が必要である。 21 

 22 

（ⅰ）実施指針を踏まえた行動規範を各情報伝送 PF事業者が策定・公表 

（ⅱ）マルチステークホルダーによる検証・評価の結果を公表 

（ⅲ）検証・評価の結果を踏まえ、情報伝送 PF事業者において影響軽減策を策定・公表 

（ⅳ）検証・評価の結果の中に具体的な影響軽減策を含めた上で、情報伝送 PF事業者におい

て当該影響軽減策を確実に実施 

 23 

２．特に災害発生時等における対応 24 

 25 

災害発生時、感染症流行時、テロ発生時等、限られた時間の中で多くの人の間で適時に正確26 

な情報の共有が求められる場面における情報収集・伝達手段としての情報伝送 PF サービスの27 

存在感や公共的役割は高まっている。 28 

こうした場面では、偽・誤情報等の流通・拡散による社会的影響が質的にも量的にも大きく29 

なり得、また、特にコンテンツ（それに伴うデジタル広告を含む。）の閲覧数等に応じて発信者30 

                                                        
58 このような、研究者・研究機関によるデータに基づく研究を通じ、情報伝送 PFがもたらす社会的影響（予測）に関するマルチステーク

ホルダーの検証・評価能力を確保する仕組みについては、EUにおいて、DSAに基づき超大規模オンラインプラットフォーム（VLOP）及

び超大規模オンライン検索エンジン（VLOSE）に研究者等へのデータアクセス提供義務が課されていること（40条）、さらに、こうしたデー

タアクセスを前提に、DSAの施行をサポートするための科学的及び技術的専門知識を提供し、オンラインプラットフォームや検索エンジ

ンによって展開されるアルゴリズムシステムの影響に関する更なる研究を行うことを目的として 2023年４月に設立された欧州アルゴリズム

透明性センター（European Centre for Algorithmic Transparency）が、データアクセスを通じて実施される研究の知識ハブとして機能して

いることなどが参考になる。https://algorithmic-transparency.ec.europa.eu/index_en  
59 本WGにおける議論では、独立した第三者による監査等を段階的に求める仕組みを導入することも含めて検討すべきとの意見があ

った。 

https://algorithmic-transparency.ec.europa.eu/index_en
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に経済的インセンティブを付与する仕組みを取り入れている情報伝送 PF サービスにおいて、1 

経済的インセンティブ目当てのいわゆる「インプレッション稼ぎ」の投稿が増加するなど、情2 

報流通に伴う社会的影響のリスクが高まると言える。 3 

その中で、情報伝送 PF 事業者は、偽・誤情報等の流通・拡散による社会的影響を抑止すると4 

ともに、公共的役割として人々にとって必要な正確な情報を迅速かつ適時・確実に伝送すべく、5 

平時から計画を立て、災害発生時等には当該計画に従って即応することが適当である。 6 

特に、前記１．の影響予測と軽減措置の確実な実施について制度整備を含む具体化を進める7 

に当たり、情報伝送 PF 事業者が災害発生時等に備えて立案すべき計画の一部として、災害発8 

生時等に自社のビジネスモデルがもたらす社会的影響を平時から予測し、有効な軽減措置をあ9 

らかじめ講じておくことが適当である。 10 

この場合の軽減措置としては、例えば次のような措置が考えられるところであり、上記１．11 

の制度設計や実施指針にどのように反映するかも含め、更なる具体化を進めることが適当であ12 

る。 13 

 14 

① 信頼できる情報源からの情報の伝送確保（プロミネンス）及びその基準の明確化 

② 災害発生時等に特に適用されるコンテンツモデレーション（収益化の停止を含む。）に関

する利用規約等の整備 

③ 上記②の利用規約等を踏まえた適正な対応を実施するために必要な人員等の体制の整備

とその状況の公表 

④ 上記②の利用規約等の運用状況を事後に公表（平時における定期的な公表とは別途、よ

り短期的な運用状況を公表） 

⑤ 関係機関（行政機関、ファクトチェック機関、研究機関、偽・誤情報等付近に広告を表

示された広告主等）との連絡窓口の明確化と、当該窓口を通じた迅速かつ緊密な連携・情

報共有（偽・誤情報等の流通・拡散等による社会的影響の大小や軽減措置の有効性を検証

するに足りるデータの提供を含む。） 

 15 

ただし、表現の自由に対する過度の制約を避ける観点から、この場合の「災害発生時等」に16 

該当するための要件や、始期・終期を誰がどのような手続で決定するのかについては、明確に17 

定められる必要があり、少なくとも始期・終期の要件、誰がどのような手続で決定するのか等18 

については、マルチステークホルダーによる平時からの協議で決定することが適当である。 19 

こうしたマルチステークホルダーによる協議・決定のプロセスの具体については、透明性を20 

確保しつつ、具体的にどのように定めることが必要かつ適当かという観点から、今後、更なる21 

検討が必要である。 22 

 23 

以上のほか、災害発生時等における更なる対応（例えば、上記①から⑤までの影響軽減措置24 

のうち一部の確実な実施等）については、個々の場面ごとに平時とは区別した追加的な対応が25 

求められる具体的な理由を整理しつつ、今後、引き続き検討が必要である。 26 

 27 

 28 

  29 
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第４章 マルチステークホルダーによる連携・協力の枠組み整備の在り方 1 

 2 

デジタル空間の情報流通に関するガバナンスの確立が急務であるなどの第２章で述べたデジ3 

タル空間における情報流通の現状等を踏まえれば、デジタル空間における情報流通の健全性確4 

保に向けたガバナンスの在り方等に関し、国内外の民産学官のマルチステークホルダーが相互5 

に連携・協力しながら安定的かつ継続的に議論・検討する枠組みについて、マルチステークホ6 

ルダーにより構成される協議会の設置に関する制度整備も含め、具体化を進めることが適当で7 

ある。 8 

 9 

１．連携・協力の目的 10 

 11 

上記のとおり、デジタル空間における情報流通の健全性確保に向けたガバナンスの在り方等12 

について、国内外の民産学官のマルチステークホルダーが相互に連携・協力しながら安定的か13 

つ継続的に議論・検討する枠組みを整備することで、そうした議論・検討及びその結果に基づ14 

く取組を推進することが重要であるところ、特に、第３章で述べた情報伝送 PF 事業者による影15 

響予測及び軽減措置の実施に関する指針の策定等、デジタル空間における情報流通に関わる特16 

定のステークホルダーに影響を与える重要な協議・決定については、当該ステークホルダーが17 

参加する場において透明性を伴う形で行われることにより、民主的な正統性を確保することが18 

適当である。 19 

具体的には、表現の自由をはじめとする各ステークホルダーの権利利益に配慮しつつ、自主20 

的な取組を推進する観点から、政府による大枠の制度設計の下、当該影響を受けるステークホ21 

ルダーを含む民産学のステークホルダーが一次的に協議・決定を担い、機能不全が生じた場合22 

に補完的に政府が関与するという、段階的・多層的な形を基本として、次のような目的で連携・23 

協力することが適当である。 24 

 25 

① デジタル空間における情報流通の健全性確保に向けて各ステークホルダーに求められる

取組に関するガイドライン（情報伝送 PF 事業者による影響予測及び軽減措置の実施に関

する指針を含む。）や行動規範を策定・推進 

② 情報伝送 PF事業者による社会的影響の予測結果や軽減措置の内容について検証・評価 

③ 情報伝送 PF 事業者に対してコンテンツモデレーション等の対応を要請し、過不足がな

かったか等を事後に検証 

④ その他、デジタル空間における情報流通の健全性確保に向けた各ステークホルダーの役

割・取組・協力関係等に関する協議を実施 

 26 

以上と併せ、民産学のマルチステークホルダー（場合により官を含む。）の間で、次のような27 

目的での連携・協力も具体化することが適当である。 28 

 29 

⑤ 情報交換（例えば、偽・誤情報の流通・拡散の実態や傾向、対策に向けた取組（ベスト

プラクティス）、技術動向等の情報交換） 

⑥ 情報の収集・分析・活用（例えば、ファクトチェック結果に基づき、偽・誤情報の発信
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源・拡散主体の情報を収集・分析し、関係者間で共有・活用60） 

⑦ ステークホルダー間のパートナーシップの確立（例えば、情報伝送 PF事業者とファクト

チェック機関とのパートナーシップにより、情報伝送 PF サービスにおいてファクトチェ

ック結果を実効的に活用） 

⑧ 政府に対する意見陳述・政策提言 

 1 

 2 

２．協議会の設置 3 

 4 

上記１．のようなマルチステークホルダーによる協議・決定については、その実効性を担保5 

するため、マルチステークホルダーにより構成される協議会の設置に関する制度整備も含め、6 

具体化を進めることが適当である。 7 

 8 

３．協議会の役割・権限等 9 

 10 

マルチステークホルダーにより構成される協議会については、協議会がその構成員（連携・11 

協力の主体）に対して情報提供、意見表明等の必要な協力を求めることができ、構成員は協議12 

会の協議結果に基づき必要な取組を行うものとするなど、協議会に一定の役割・権限等を持た13 

せる方向で具体化を進めることが適当である。 14 

また、協議・決定の過程で交換される情報やデータに含まれる個人情報や機密情報の適正な15 

取扱いを担保するため、協議会が構成員に対し情報提供を求めることができる旨を制度上担保16 

したり、協議会の構成員等に制度上の守秘義務を課したりすることも含め、具体化を進めるこ17 

とが適当である。 18 

 19 

なお、連携・協力の場に具体的にどのような主体が参加すべきかについては、上記１．に挙20 

げた目的ごとに個別的に判断することが適当である。 21 

その際、我が国においては、主として情報発信に関わる個人や情報受信に関わる利用者・消22 

費者その他の市民社会の利益代表となる主体の数が必ずしも多くないことを踏まえ、市民社会23 

の利益をマルチステークホルダーによる協議・決定に反映させるための方策も重要である。ま24 

た、連携・協力の目的によっては、制度的な枠組みを整備せず、関係者の自主的な取組として25 

アドホックな連携・協力を積み重ねることも考えられるところ、その場合の連携・協力関係の26 

安定性・継続性を担保することも重要である。これらの具体的な論点について、今後、更なる27 

検討が必要である。 28 

 29 

 30 

  31 

                                                        
60 より具体的には、広告関係事業者・団体との情報共有により発信源に対する広告の出稿停止措置に活用したり、botアカウントの検出

に活用したりすることが考えられる。この点、サイバーセキュリティ対策に関する IoT機器調査及び利用者への注意喚起の取組

（NOTICE）、インターネット・ホットラインセンター（IHC）や一般社団法人コンテンツ海外流通促進機構（CODA）による広告関係団体への

情報提供の取組等が参考になる。 
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第５章 広告の質の確保を通じた情報流通の健全性確保の在り方 1 

 2 

情報伝送 PFサービス上で、本人や組織の許可を得ずに当該本人等であるかのように加工・編3 

集されたなりすまし型の「偽広告」や、その他偽・誤情報を含む広告をはじめ、違法・不当な4 

デジタル広告が流通・拡散しており、閲覧者に財産上の被害をもたらしたり61、なりすまされた5 

者の社会的評価を下げたり62といった社会的影響が発生・増幅している。 6 

こうした影響の軽減に向けては、第２章で述べた役割・責務が期待される情報伝送 PF事業者7 

のみならず、広告仲介 PF事業者も、広告主と直接取引を行い、広告主から直接デジタル広告の8 

出稿を受ける限り、 9 

 10 

・ アルゴリズムを用いた入札方式の運用型広告を広告主に提供し、デジタル広告の質の確保11 

に向けた取組やその透明性・アカウンタビリティの確保等を通じ、アテンション・エコノミ12 

ーの下で情報流通の健全性確保に貢献することが期待されること 13 

・ どのようなデジタル広告がどのようなメディアにどのような形で流通・掲載されるかにつ14 

いて、広告流通の入口の段階で一定のコントロールを及ぼす立場にいること 15 

・ 流通させているデジタル広告の内容について合理的な注意義務を負うこと63 16 

 17 

等の理由から、対応を検討することが適当である。 18 

現に、主要な情報伝送 PF 事業者及び広告仲介 PF 事業者は、自社サービスの利用規約等の中19 

で、例えば、「身元や提携関係、資格に関する重要な情報について、誤解を招く表現を使ったり、20 

わかりにくくしたり、省略したりすること」（Google広告）、「人々を広告へと誘導するために、21 

公人・著名人のイメージや誤解を招くような手口を使うこと」（Instagram広告）、「誤解を招く22 

コンテンツおよび虚偽のコンテンツ」（TikTok広告）、「欺瞞的マーケティング」（X（旧 Twitter）23 

広告）等に該当するデジタル広告について、配信停止やアカウント停止の対象とする旨を定め24 

ているほか、例えば次のような取組を行っている。 25 

 26 

・ Yahoo! JAPAN ID 及び LINE ID の取得に当たってはそれぞれ SMS 等による認証を実施。これらの 

ID は他サービスを利用するにあたっても必要となること、投稿時においてはサービスごとに表示名の

設定が可能であること等から、なりすましに関しては、アカウント開設時ではなく、アカウント開設後

に個別サービスにおける禁止事項等への違反等があった場合に必要な範囲でアカウント停止等の措置

を実施。 

・ オフィシャルブロガーには与信審査、トップブロガーにおいても所定の確認を実施。 

・ 以下のような場合には、サービスの使用を許可せず、アカウントや他のエンティティ（ページ、グルー

プ、イベントなど）を制限または無効。 

- スクリプトやその他の不正な手段でアカウントを作成または使用する場合、 

- 以前の削除を回避するためにアカウントやエンティティを作成または再利用する場合、 

- 他の人を誤解させたり欺いたりするために意図的に身元を偽るアカウントを作成または使用する場

合 

                                                        
61 なりすまし型「偽広告」を入口にしたものを含む SNS型投資詐欺（相手方が、主として SNSを用いて投資を勧め、投資名目で金銭等

をだまし取る詐欺）の被害は、2023年下半期の増加が顕著であり、同年１年間の被害額は合計約 277億 9000万円であった（本検討会

第 17回（本WG第 15回）会合（2024年４月 15日）における警察庁発表（資料 17－３－２））。 
62 なりすまされた者が正規に出稿していたデジタル広告の掲載を情報伝送 PF事業者に停止されるという影響も指摘されている。 
63 広告媒体業務にも携わる新聞社及び同社に広告の仲介・取次ぎをする広告社について、新聞広告の内容の真実性に疑念を抱くべ

き特別の事情があって読者らに不測の損害を及ぼすおそれがあることを予見し、又は予見し得た場合に、真実性の調査確認をして虚偽

広告を読者らに提供してはならない義務がある旨判示した裁判例として、最三小判平成元年９月 19日集民 157号 601頁。 
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・ 誤解を招く身元の偽装を評価する際には、次のような要素を考慮。 

- 名前や年齢などの身元情報の繰り返しまたは重大な変更 

- 誤解を招くような自己紹介内容や位置情報などプロフィール情報 

- ストック画像や盗まれた写真の使用 

- その他の関連するアカウント活動 

・ LINE 広告・Yahoo!広告について、アカウント開設にあたり、アカウント審査基準に基づく審査（「アカ

ウント開設に関する基準」として、「アカウント申込時の登録情報から不正な広告出稿の懸念があると判

断した場合は、アカウントを開設できません。」、「開設後のアカウントに関する基準」として、「アカウ

ントの登録情報から不正な広告出稿の懸念があると判断した場合」は「アカウントを停止します。」）と、

アカウントを申込みいただいた広告主が本人かを確認するため、一部のお客様に対しお申込み時に「本

人確認」を実施。 

・ 純広告については、掲載ガイドラインを含む弊社規約に同意頂いたことになる旨の申込確認書を締結

しているため、全てのクリエイティブは広告主の責任の下で許諾されていることが前提。配信される全

ての広告に対して、掲載開始前に弊社側で目視による審査を実施。 

・ 偽広告防止のための基準（掲載ガイドライン）としては、一般的に偽広告が多く見られる、健康食品や

サプリメント、投資サービスといったカテゴリの広告に関しては別途レギュレーションを規定。 

・ 提携している DSP 事業者からの広告が配信。基本的には広告クリエイティブが入稿された際に審査が

行われていると理解。基準については各事業者のポリシーに準拠されていますが、基本的には JIAA の

定めるガイドラインに従っていると理解。 

・ Google の不実表示に関するポリシーでは、広告主による「広告主のビジネス、商品、サービスに関す

る情報について隠蔽または虚偽記載を行ってユーザーを欺く」広告や「広告のリンク先で『フィッシン

グ』の手口を使ってユーザー情報を収集する」広告の運用は許可されない。 

・ 今年に入ってから、著名な人物、ブランド、組織の支持を受けている、またはそれらと提携関係にある

と虚偽の宣伝をしている悪質な広告主のアカウントを素早く永久停止できるようにするポリシーの更

新を発表。 

・ 新たに広告配信の制限ポリシーを施行。新たな広告主には「会社確認」を行う期間を設定。この期間中

は、広告インプレッションが制限される可能性。(当面このポリシーは、広告キャンペーンでブランド名

を対象にしている広告主にのみ適用。つまり、広告主とその広告で言及されているブランドの関係性が

不明確な場合や、その広告が一般的な内容である場合に、このポリシーが適用。) 

・ 広告が Facebook または Instagram で表示される前に、広告基準に基づいてレビュー。これは、広告

が表示される前に自動的に実施。また、個別のレビュアーが自動化技術を改善およびトレーニングする

ために働いており、場合によってはマニュアルで広告をレビュー。以前に承認された広告が再レビュー

の対象となることがあり、その理由は、利用者がその広告を非表示にしたり、ブロックしたり、報告し

たり、その他の否定的なフィードバックを行った場合等で、これらのフィードバックは、レビュー過程

で見逃したものを示す手助け。既に表示されている広告が弊社のポリシーに違反している場合、当該広

告は取り下げられ、広告の配信は停止。 

・ 現在アクティブなすべての広告は広告ライブラリ64で閲覧可能。社会問題、選挙、政治に関する広告

は、アクティブでなくなっても 7 年間広告ライブラリで閲覧可能。利用者は、ポリシーに違反している

と思われる広告を広告ライブラリから直接調査し報告可能。 

・ 独立したサードパーティのファクトチェッカーによってファクトチェックされ、評価された広告を拒

否。 

・ 広告主が X 広告を使ってコンテンツを宣伝する場合、そのアカウントとコンテンツは承認プロセス

の対象。このプロセスにより、X は広告主が広告ポリシーを遵守しているかを確認。 

 1 

しかしながら、本検討会におけるプラットフォーム事業者ヒアリングの結果を踏まえると、2 

アテンション・エコノミーの下での情報流通の健全性確保に向けた情報伝送 PF 事業者及び広3 

告仲介 PF 事業者による取組として、我が国国内におけるなりすましやデジタル広告の質の確4 

                                                        
64 https://www.facebook.com/ads/library/ 

https://www.facebook.com/ads/library/
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保への対応状況を含む取組状況に関する透明性・アカウンタビリティの確保は総じて不十分で1 

あり、取組状況そのものについても全体として十分とは言えない。 2 

 3 

このようなデジタル空間における情報流通の現状や、情報伝送 PF 事業者及び広告仲介 PF 事4 

業者に期待される役割・責務及び実際の取組状況等を踏まえると、制度整備も含め、広告主と5 

直接取引を行い、広告主から直接広告出稿を受ける情報伝送 PF 事業者及び広告仲介 PF 事業者6 

（以下、総称して「情報伝送 PF 事業者等」という。）に対して以下の具体的措置を求めること7 

が適当である。 8 

 9 

１．対応を検討すべきインターネット上に流通する「違法・不当な広告」の範囲 10 

 11 

情報伝送 PF 事業者等において対応を検討すべき「違法・不当な広告」の範囲については、広12 

告主の表現の自由をはじめとする様々な権利利益に配慮する観点から、前述の主要な情報伝送13 

PF事業者等における現状の利用規約等の内容を踏まえつつ、対象範囲の客観的な明確性を確保14 

するとともに、必要かつ相当な対策が適正に講じられることを担保できるよう定められる必要15 

がある。 16 

具体的には、少なくとも、次のⅰ．及びⅱ．の各要素の有無・軽重に照らし、具体的な方策17 

との関係で比例性が認められるものは、対応を検討すべき「違法・不当な広告」の範囲に含ま18 

れる（すなわち、どのような「違法・不当な広告」に対して、具体的にどのような対応を実施19 

すべきかは、次のⅰ．及びⅱ．の各要素の有無・軽重により異なり得る）ものと考えることが20 

適当である。 21 

 22 

ⅰ．当該広告そのものが有する権利侵害性その他の違法性や客観的な有害性（及びその明白

性） 

ⅱ．当該広告が流通・拡散することによる社会的影響の重大性（及びその明白性） 

 23 

なお、上記範囲の「違法・不当な広告」に対する具体的な方策を検討するに当たり、特に営24 

利広告の流通については、 25 

 26 

・ その他の表現に比して委縮効果を考慮する必要が小さいこと 27 

・ 広告に由来する消費者被害も少なくなく実害が生じること 28 

 29 

等の理由から、より広範な制限に服し得るとの考え方があることに留意が必要である65。 30 

 31 

２．デジタル広告の流通前の事前審査の在り方 32 

 33 

情報伝送 PF 事業者等による広告の事前審査については、上記のような「違法・不当な広告」34 

のインターネット上における流通・拡散を事前に抑止する観点から、まずは事前審査の確実な35 

実施が担保されることが前提となるが、その上で、その実効性を向上させるための方策として、36 

                                                        
65 他方で、政治広告の流通に対する制限については、表現の自由との関係で慎重な議論が必要である。 
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審査の実態も踏まえつつ66、次のようなものを中心に具体化を進めることが適当である67。 1 

 2 

① 広告の事前審査基準の策定・公表等 

② 広告審査体制の整備及び透明化 

③ 広告主の本人確認の実施（及び確認した広告主に関する情報等の広告への付与） 

 3 

その際、このうち①の方策（広告の事前審査基準の策定・公表等）の具体化に当たっては、4 

策定・公表すべき基準の具体的内容（例えば、他人の肖像を使用した広告に関する肖像使用の5 

許諾の有無の確認手続、広告関連法規に違反するなど特定の内容の広告の禁止等）について、6 

広告主の表現の自由をはじめとする様々な権利利益に配慮しつつ、今後、更なる検討が必要で7 

ある。 8 

また、②の方策（広告審査体制の整備及び透明化）の具体化に当たっては、情報伝送 PF事業9 

者等による広告の事前審査プロセスの多くの部分に AI を含む自動的手段が用いられていると10 

いう実態を踏まえ、日本語や日本の社会・文化・法令を理解する者を一定数配置することを確11 

保した上でその配置状況を公表するほか、AI 等の自動的手段を利用する場合における当該手段12 

の実効性向上に向けた措置を実施することや、その実効性に関する情報（例えばエラー率や、13 

広告主からの不服申立てを受けて判断に変更を加えた件数・割合等）を公表することも含めて14 

検討することが適当である。 15 

さらに、③の方策（広告主の本人確認の実施）の具体化に当たっては、確認すべき具体的な16 

事項及び確認方法（例えば、広告代理店を経由した広告出稿の場合において身元を確認すべき17 

「本人」の範囲等）について、情報伝送 PF事業者等による対応の実態、他領域における既存の18 

制度等を踏まえ、かつ、本人確認の目的（違法・不当な広告の流通・拡散の事前抑止、広告主19 

の事後的なトレーサビリティの確保等）に照らし合理的であるかという観点も含め、今後、更20 

なる検討が必要である。 21 

 22 

なお、広告の事前審査の実効性を向上させるための方策として、上記①から③までの方策以23 

外に具体化すべき方策があるか否かについても、今後、更なる検討が必要である。 24 

 25 

また、情報伝送 PF 事業者等による広告審査や広告掲載停止措置（後記３．）等の取組の具体26 

化に当たっては、情報伝送 PF サービスや広告仲介 PF サービス上での広告の適正な伝送を通じ27 

た情報流通の健全性確保（受信者の認知領域等の BtoC関連の利益や、質の高いメディアの持続28 

可能性、民主主義等の社会的な利益の保護）という目的とは別の観点（BtoB取引の透明性・公29 

正性向上）から取引の透明性確保を図っている DPF 取引透明化法の運用状況にも留意が必要で30 

ある。 31 

                                                        
66 本検討会におけるプラットオーム事業者ヒアリングでは、半数の国内事業者及び一部の国外事業者から、配信される広告に対する日

本国内における事前審査について、アカウント審査基準による審査、一部に対するアカウント開設時の本人確認、掲載開始前の目視に

よる審査、広告ポリシーへの準拠を確認するための広告主のアカウントとコンテンツに対する承認プロセス等について回答があり、うち一

部の国内事業者からは、本人確認で否認されたアカウント数や、問題があった件数全体に対する本人確認で否認された件数の割合に

ついて回答があった。 
67 なお、本検討会及び本WGにおける議論では、オブザーバー団体（一般社団法人 MyDataJapan、一般社団法人民間放送連盟）や

外部有識者（藤代裕之 法政大学社会学部教授）から、デジタル広告に関するガバナンス確保に向けた情報伝送 PF事業者等による対

応が不十分であることの指摘や、そのことを踏まえ、事前審査も視野に広告審査（利用者データの収集・利活用に関するコントローラビリ

ティの確保状況の審査を含む。）を強化することや審査基準の整備・公表を求める意見があった（本WG第 14回会合（2024年４月 12

日）配付資料WG14－３、本検討会第 19回（本WG第 19回）会合（2024年５月 15日）配付資料 19－２－２、本検討会第 21回（本

WG第 24回）会合（2024年５月 30日）配付資料 21－１－３）。 
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 1 

３．違法・不当な広告に対する事後的な掲載停止措置の実効性確保に向けた方策 2 

 3 

（１）総論 4 

 5 

インターネット上で（事前審査をすり抜けて）流通する違法・不当な広告については、情報6 

伝送 PF 事業者等が当該広告の掲載（や仲介）の可及的速やかな停止措置（アカウントの停止7 

を含め、以下「広告掲載停止措置」という。）を実施することを促進等するための方策として、8 

次のようなものを中心に具体化を進めることが適当である。 9 

 10 

① 広告掲載停止措置に関する透明性の確保を通じた過不足ない実施の確保 

② 広告掲載停止措置に関する対応の迅速化を通じた実施の促進 

③ 広告掲載停止措置について、体制を整備して確実に実施 

④ 上記①から③までの組合せによる対応 

 11 

これらの方策については、以下（２）から（５）までにおいて詳述するように、対象とする12 

違法・不当な広告の特性・性質（権利侵害性その他の違法性・有害性、流通することによる社13 

会的影響の重大性）等に応じた対応とすることが適当である。 14 

 15 

（２）広告掲載停止措置に関する透明性の確保を通じた過不足ない実施の確保について 16 

 17 

①の方策（広告掲載停止措置に関する透明性の確保を通じた過不足ない実施の確保）につい18 

ては、次の（ⅰ）から（ⅳ）までのような方策を中心に具体化を進めることが適当である。 19 

 20 

（ⅰ）広告掲載停止措置に関する基準や手続を事前に策定・公表 

（ⅱ）広告掲載停止措置の実施要否等の判断に関与する人員等の体制に関する情報を公表 

（ⅲ）上記（ⅰ）の基準の運用状況を事後に公表 

（ⅳ）広告掲載停止措置を実施した場合に、その旨及び理由並びに不服申立ての方法を広告

主に通知 

 21 

その際、これらの方策の具体化に当たっては、公表・通知等すべき具体的事項の詳細（例え22 

ば、（ⅰ）に関し、広告掲載停止措置そのものに関する基準・手続のみならず、掲載する広告の23 

ターゲティングに用いる主なパラメータに関する情報を公表するなど）等について、今後、更24 

なる検討が必要である。 25 

この点については、外資系も含む情報伝送 PF 事業者等による広告掲載停止措置が我が国国26 

内において過不足なく適正に実施されていることに関し、広告主や広告閲覧者を含む社会一般27 

が確認し、情報伝送 PF 事業者等が提供するサービスに対する信頼性を向上させるという目的28 

に照らして具体化することが適当である。 29 

 30 

また、これら（ⅰ）から（ⅳ）までの方策以外に、広告掲載停止措置に関する透明性の確保31 

に向け、いかなる方策（例えば、過去に掲載（仲介）した広告に関し、ターゲティングの対象32 

とされた集団の範囲等を含む情報をデータベース化し、公開するなど）が必要かつ適当かにつ33 

いては、その具体的な目的を整理しつつ、今後、更なる検討が必要である。 34 
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 1 

（３）広告掲載停止措置に関する対応の迅速化を通じた実施の促進について 2 

 3 

②の方策（広告掲載停止措置に関する対応の迅速化を通じた実施の促進）については、次の4 

（ⅰ）から（ⅳ）までのような対策を中心に具体化を進めることが適当である。 5 

 6 

（ⅰ）外部からの広告掲載停止申出・要請窓口を整備・公表 

（ⅱ）上記（ⅰ）の窓口を通じて申出・要請があった場合に、一定期間内に広告掲載停止措

置の実施の要否・内容を判断し、申請者に判断結果（及び不服申立ての方法）を通知 

（ⅲ）広告掲載停止措置の実施の要否・内容を判断するための体制（広告掲載停止措置に関

する不服申立てを受け付ける体制を含む。）を整備 

（ⅳ）一定の条件（例えば、行政機関等の特定の第三者からの申出・要請を受けて実施した

場合等）の下で行った広告掲載停止措置により広告主が被った損害について、情報伝送

PF事業者等を免責 

 7 

その際、これらの方策の具体化に当たっては、濫用的な申出・要請から生じる情報伝送 PF 事8 

業者等の実務上の負担に配慮する観点から、対象とする広告の特性・性質に応じ、いかなる主9 

体からの申出・要請を契機とした広告掲載停止措置の実施を促進すべきかについて、今後、更10 

なる検討が必要である。 11 

 12 

例えば、他人の権利を侵害する違法な広告については、自己の権利を侵害されたとする者（被13 

侵害者）からの申出・要請を契機とした広告掲載停止措置について上記（ⅰ）から（ⅳ）まで14 

のような対応を中心に具体化を進めることが、濫用的な申出・要請のおそれも小さく適当であ15 

る68。 16 

 17 

また、行政法規に抵触する違法な広告については、対応の迅速化を通じた実施の促進を図る18 

こととする場合、違法性の判断能力の観点から、当該行政法規を所管する行政機関（当該行政19 

機関の委託や認証を受けた機関を含む。）からの申出・要請を契機とした広告掲載停止措置に20 

ついて、上記（ⅰ）から（ⅳ）までのような対応を中心に具体化を進めることが基本的には適21 

当である。なお、この点については、今後、具体的な行政法規を洗い出しつつ、具体化を進め22 

ることが適当である。 23 

ただし、この場合の対応については、前提として、行政機関による恣意的な申出・要請を防24 

止し、透明性・アカウンタビリティを確保するとともに、過度な申出・要請に対し広告主や情25 

報伝送 PF事業者等を救済するために、次のような方策を併せて検討することが不可欠である。 26 

 27 

（ア）行政機関において、申出・申請に関する手続等（事後救済手段を含む。）を事前に策定・

公表 

（イ）行政機関において、実際に行った申出・申請の状況を事後的に公表 

（ウ）申出・要請に応じて実施された広告掲載停止措置により広告主が被った損害について、

情報伝送 PF事業者等を免責 

                                                        
68 なお、前述の特定電気通信役務提供者による他人の権利を侵害する情報の削除（送信を防止する措置）に係るプロバイダ責任制限

法（ないし情報流通プラットフォーム対処法）、リベンジポルノ防止法、AV新法等の規定は、広告かそれ以外のコンテンツかの区別なく

適用される。 
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（エ）広告掲載停止措置等を実施した情報伝送 PF事業者等において、行政機関の名称等の情

報を発信者に通知 

 1 

その際、このような行政機関による申出・申請に関する透明性・アカウンタビリティを確保2 

するための方策の具体化に当たっては、行政手続に関する既存の法的枠組み（例えば、行政指3 

導指針の策定・公表義務、国家賠償法等）との関係を含め、今後、更なる検討が必要である。 4 

 5 

以上のほか、違法・不当な広告が掲載されたウェブページの管理者や、当該広告に隣接して6 

掲載されたコンテンツの発信者、ファクトチェック機関等からの申出・要請を契機とした広告7 

掲載停止措置について、上記（ⅰ）から（ⅳ）までのような対策を含め具体化を進めることが8 

適当であるが、当該広告の特性・性質に応じた適切な申出・要請主体の範囲については、今後、9 

更なる検討が必要である。 10 

特に、ファクトチェック機関等の特定の第三者からの申出・要請を契機として、権利侵害性11 

その他の違法性はないが有害性や社会的影響の重大性が大きい広告に対して広告掲載停止措置12 

を実施することに関し、上記（ⅰ）から（ⅳ）までのような対策を制度的に担保することにつ13 

いては、権利侵害性その他の違法性がない広告に関する広告主の表現の自由への過度の制約を14 

避ける観点から、当該広告の特性・性質（有害性や社会的影響の大小・明白性）を考慮しつつ、15 

引き続き慎重な検討が必要である。 16 

 17 

（４）広告掲載停止措置の確実な実施について 18 

 19 

③の方策（広告掲載停止措置の確実な実施）については、少なくとも、他人の権利を侵害す20 

る広告又は行政法規に抵触する違法な広告の場合、営利広告の特徴（上記１．）を踏まえ、被侵21 

害者又は行政機関からの申出・要請を契機とした広告掲載停止措置について、その確実な実施22 

を担保する方策を含め、具体化を進めることが適当である。 23 

一方、権利侵害性その他の違法性はないが有害性や社会的影響の重大性が大きい広告につい24 

ては、権利侵害性その他の違法性がない広告に関する広告主の表現の自由への過度の制約を避25 

ける観点から、当該広告の特性・性質（有害性や社会的影響の大小・明白性）を考慮しつつ、26 

引き続き慎重な検討が必要である。 27 

 28 

なお、本 WGにおける議論では、権利侵害性その他の違法性はないが有害性や社会的影響の重29 

大性が大きい広告の一部について、脆弱な個人に対するターゲティングの停止の確実な実施を30 

担保することが適当とする意見もあった。こうした方策の適否については、情報伝送 PF事業者31 

等が提供するサービスにおけるターゲティングの実態を踏まえつつ、今後、更なる検討が必要32 

である。 33 

 34 

（５）情報流通の態様に着目した広告掲載停止措置の実施について 35 

 36 

以上のほか、出稿された広告の内容に着目するのではなく、情報流通の態様に着目した広告37 

掲載停止措置の実施の在り方についても、違法・不当な広告の流通・拡散を抑止する観点も含38 

め、具体化を進めることが適当である。 39 

なお、具体的にどのような態様の情報流通を対象とするか等の詳細については、当該態様の40 

情報流通によって発生又は増幅する影響及びリスクを特定しつつ、今後、更なる検討が必要で41 



38 

ある。 1 

 2 

  3 
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第６章 質の高いメディアへの広告配信に資する取組を通じた情報流通の健全1 

性確保の在り方 2 

 3 

広告仲介 PF事業者が提供する運用型広告を通じ、偽・誤情報等をはじめ、違法なコンテンツ4 

や客観的に有害なコンテンツを掲載するオンラインメディアにデジタル広告が配信され、広告5 

主が支払う広告費が偽・誤情報等をはじめとする違法なコンテンツや客観的に有害なコンテン6 

ツの発信・拡散主体の収入源となる一方、手間とコストを掛けて取材・編集・制作された質の7 

高いコンテンツ等を発信するメディアの広告収入に影響が及んでいるとの指摘がある。 8 

こうした状況は、広告主（企業のほか、行政機関や地方自治体を含む。）のブランド価値の毀9 

損（ブランドセーフティ69に関する問題）やアドフラウド70による被害等につながるものである10 

が、意識の高い一部の広告主を除き、広告主において問題に気づいていない（問題と思ってい11 

ない）、又は問題に気づいていても対策できていない（対策の方法が分からない、対策する人が12 

いない、対策にコストがかけられない）という指摘が存在する。 13 

特に、広告主においてデジタル広告の出稿に直接関わる現場担当者は単価ダウンのみを追い14 

かけがちであり、自らが所属する組織の評判悪化やブランドイメージの低下懸念に考えが及ば15 

ないことがあり得、また、対策コストの確保も現場担当者のみでは難しいと考えられるため、16 

広告主の経営層レベルでの大所高所からの判断や後押し、組織内の関係部門の連携・協力の促17 

進や対応リソースの確保が必要であり、経営層がコンプライアンス問題・リスクマネジメント18 

として認識し、主体的に取組を進めることが重要である71。 19 

さらに、行政機関や地方自治体が自らの施策の周知等の目的でデジタル広告を出稿し、広告20 

主となる場合、その広告費が公金から支出されること等も踏まえ、求められる取組について積21 

極的に情報収集するとともに、デジタル広告の出稿に係るガバナンス体制を構築することが適22 

当である。 23 

このような観点から、広告主やその経営陣、更には広告主から委託を受け、広告主と一体的24 

にデジタル広告の出稿に関与する広告代理店による主体的な取組を促進するための方策を中25 

心に、制度整備を含め、以下の具体的な措置を講じることが適当である。 26 

 27 

１．質の高いメディアへの広告配信の確保に向けた広告主（及び広告代理店）による取組の促28 

進方策 29 

 30 

広告主やその経営陣及び広告代理店による主体的な取組（その前提としてのブランドセーフ31 

ティやアドフラウド対策等に関する意識の醸成を含む。）を促進するための方策として、マルチ32 

ステークホルダーによる連携・協力の下、広告主やその経営陣及び広告代理店に求められる取33 

                                                        
69 広告掲載先の品質確保による広告主ブランドの安全性（ブランドを毀損する不適切なページやコンテンツに広告が表示されるリスクか

らの安全性）をいう。 
70 自動化プログラム（bot）を利用したり、スパムコンテンツを大量に生成したりすることで、インプレッション（広告表示）やクリックを稼ぎ、

不正に広告収入を得る悪質な手法をいう。 
71 偽・誤情報等の発信・拡散によって他人の権利又は法律上保護される利益が侵害された場合、当該偽・誤情報等の発信・拡散に間

接的に寄与した主体も共同不法行為責任（民法 719条）等の責任を負う可能性があり、また、当該主体が会社その他の法人であれば、

その役員等は当該法人に対して任務懈怠責任（会社法 423条等）等の責任を負う可能性がある。なお、漫画の海賊版を掲載するウェブ

サイトに広告を提供して広告料を支払っていた広告代理店について、漫画家への損害賠償責任を認めた裁判例として、知財高判令和

４年６月 29日裁判所ウェブサイト。 
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組に関するガイドライン、ガイドブック等を策定・公表することが適当である72。 1 

既に広告関係団体が策定・公表しているガイドライン等73の内容を踏まえると、ガイドライ2 

ン、ガイドブック等に盛り込むべき取組について、次のようなものを中心に具体化を進めるこ3 

とが適当である。 4 

 5 

① ブロックリスト（掲載したくない配信先をリストアップ） 

② セーフリスト（掲載したい配信先をリストアップ） 

③ 媒体社（パブリッシャー）と広告主を限定したクローズな広告の取引市場である PMP

（Private Marketplace）の活用 

④ アドベリフィケーションツールの導入 

⑤ 業界ガイドラインの遵守やそれについての第三者機関74による認証の取得等の客観的な

指標により、広告掲載品質の確保を適切に行っていることが担保された広告仲介 PF 事業

者その他の広告関係事業者の利用 

⑥ 広告掲載品質の確保のための質の高いメディア（パブリッシャー）の真正性・信頼性確

保技術の活用 

 6 

その際、こうしたガイドライン、ガイドブック等を策定・公表するに当たっては、どのよう7 

な内容とし、かつ、どのような手段で広告主企業やその経営陣に周知することが効果的かとい8 

った具体について、民間企業のみならず、行政機関や地方自治体におけるデジタル広告の出稿9 

に係るガバナンス体制の効果的な方策としての有効性という観点も含め、今後、更なる検討が10 

必要である。 11 

 12 

２．質の高いメディアへの広告配信の確保に向けた広告仲介 PF事業者による取組の促進方策 13 

 14 

以上のような広告主（及び広告代理店）を中心とした取組に加え、その実効性を高める観点15 

からも、運用型広告の提供を通じてメディア運営者（パブリッシャー）との接点を持つことに16 

なる広告仲介 PF は、偽・誤情報等、違法なコンテンツや客観的に有害なコンテンツの発信・拡17 

散主体への広告費流入抑止と質の高いメディアへの広告配信の確保に向けて対応することが18 

適当である。 19 

この点、パブリッシャーと直接取引を行う広告仲介 PF事業者の中には、既に、偽・誤情報等20 

を掲載するメディアへの広告費の流入を抑止する観点から、例えば広告配信先メディアの事前21 

審査（以下「メディア審査」という。）や、事後的に広告配信を停止する措置（以下「広告配信22 

停止措置」という。）等を自主的に実施しているものが存在する75。このような、広告仲介 PF事23 

                                                        
72 同様に、企業の経営陣を対象に、デジタル空間における情報流通に関わる取組を促進する目的で策定されたガイドライン、ガイドブッ

ク等の例として、経済産業省＝独立行政法人情報処理推進機構（IPA）「サイバーセキュリティ経営ガイドライン Ver 3.0」（2023年３月）

や、経済産業省＝総務省「DX時代における企業のプライバシーガバナンスガイドブック ver1.3」（2023年４月）が挙げられる。 
73 例えば、一般社団法人日本インタラクティブ広告協会（JIAA）「広告掲載先の品質確保に関するガイドライン（ブランドセーフティガイド

ライン）」（2019年４月）、公益社団法人日本アドバタイザーズ協会（JAA）「デジタル広告の課題に対するアドバタイザー宣言」（2019年

11月）及び「社会問題化するデジタルメディア上の詐欺広告に対する緊急提言」（2024年５月）、一般社団法人日本広告業協会

（JAAA）「インターネット広告における運用型広告取引ガイドライン」（2014年９月一部改訂）、「デジタルメディア上における詐欺広告に

ついて」（2024年５月）など。 
74 例えば、一般社団法人デジタル広告品質認証機構（JICDAQ）など。 
75 例えば、「誤解を招く表現」、「信頼性がなく有害な文言」、「欺瞞行為」、「操作されたメディア」、「自社コンテンツが乏しいサイト」等を

含むメディアへの広告配信を停止したり、アカウントを停止したりする措置を実施しているものが存在する（Google AdSence、Yahoo!広告

など）。 
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業者による質の高いメディアへの広告配信の確保に向けた取組を促進するための方策につい1 

て、メディア審査や広告配信停止措置の実態を踏まえつつ、次のようなものを中心に具体化を2 

進めることが適当である。 3 

 4 

① メディア審査や広告配信停止措置に関する基準の策定・公表と運用状況の公開 

② 偽・誤情報等を掲載するメディアへの広告費流入抑止のためのメディア審査や広告配信

停止措置の実施体制の整備及び透明化 

③ メディア審査時におけるパブリッシャーの本人確認の実施 

④ メディア審査を通じた偽・誤情報等を掲載するメディアへの広告配信の拒否や広告配信

停止措置を実施した場合に、その旨、理由及び不服申立て方法をパブリッシャーに通知 

⑤ 外部からの広告配信停止申出・要請窓口を整備・公表 

⑥ 上記⑤の窓口を通じて申出・要請があった場合に、一定期間内に広告配信停止措置の実

施の要否を判断し、判断結果と不服申立て方法を申請者に通知 

⑦ 一定の条件の下で行った広告配信停止措置によりパブリッシャーが被った損害につい

て、広告仲介 PF事業者を免責 

 5 

その際、特に①の方策（基準の策定・公表等）の具体化に当たっては、偽・誤情報等を掲載6 

するウェブページや、広告費詐取を目的として作成されたウェブページ（ Made For 7 

Advertisement：MFA）の取扱いを明記することも含めて検討することが適当である。 8 

 9 

なお、広告仲介 PF 事業者によるメディア審査や広告配信停止措置等の取組の具体化に当た10 

っては、広告仲介 PFサービス上での広告の適正な伝送を通じた情報流通の健全性確保（受信者11 

の認知領域等の BtoC関連の利益や、質の高いメディアの持続可能性、民主主義等の社会的な利12 

益の保護）という目的とは別の観点（BtoB取引の透明性・公正性向上）から取引の透明性確保13 

を図っている DPF取引透明化法の運用状況にも留意が必要である。 14 

 15 

 16 

  17 
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第７章 その他全体に共通する事項 1 

 2 

１．執行手段・プロセス 3 

 4 

第２章から第６章までで検討した方策の実施を情報伝送 PF事業者や広告仲介 PF事業者に求5 

める場合、その実効性を制度的に担保する方法については、執行手段・プロセス（例えば、報6 

告徴収・勧告・命令、罰金、課徴金、民事的救済等）の選択及び具体的な設計を含め、比例性7 

や外資系を含む事業者への抑止効果、自主的改善に向けたインセンティブ効果等を勘案しつつ8 

検討を進めることが適当である。 9 

 10 

２．対象事業者の範囲 11 

 12 

（１）情報伝送 PF事業者 13 

 14 

第２章から第５章までで検討した方策の実施の対象となる情報伝送 PF 事業者については、15 

利用者が投稿するコンテンツに含まれる偽・誤情報等の流通・拡散に対応するための方策（第16 

２章から第４章まで）か、違法・不当な広告の流通・拡散に対応するための方策（第５章）か17 

にかかわらず、偽・誤情報等や違法・不当な広告の流通・拡散の拡がり・頻度や社会に与える18 

影響の深刻度という観点から、利用者数や、サービスの目的・性質等を勘案し、一定の要件を19 

満たす大規模なものにまずは方策の実施を求めることが適当である。 20 

 21 

（２）広告仲介 PF事業者 22 

 23 

第５章及び第６章で検討した方策の実施の対象となる広告仲介 PF 事業者については、違法・24 

不当な広告の流通・拡散の頻度や社会に与える影響の深刻度（第５章）、あるいは広告費の支払25 

を通じて偽・誤情報等の流通・拡散に間接的に寄与するおそれ（第６章）の大きさ等の観点か26 

ら、一定の要件を満たす大規模なものにまずは方策の実施を求めることが適当である。 27 

この場合における「一定の要件」を画する指標として、例えば、第５章で検討した方策であ28 

れば、広告主からの広告入稿数、最終的に掲載された広告が受信者によって閲覧された回数（イ29 

ンプレッション数）等、第６章で検討した方策であれば、広告配信先となり得る取引先メディ30 

アの数・取引高、当該メディア上の広告付きコンテンツが受信者によって閲覧された回数等が31 

考えられるが、いかなるものが適当かについては、広告仲介 PF サービスの実態を踏まえつつ、32 

今後、更なる検討が必要である。 33 

 34 

３．生成 AIを用いて生成される情報への対応 35 

 36 

生成 AIを用いて生成される画像、動画、音声等の偽・誤情報の流通・拡散への対応76につい37 

ては、上記１．（情報伝送 PF による偽・誤情報への対応の在り方）や２．（情報伝送 PF が与え38 

る情報流通の健全性への影響の軽減に向けた方策の在り方）を踏まえたコンテンツモデレーシ39 

                                                        
76 なお、2024年４月に総務省及び経済産業省がとりまとめた「AI事業者ガイドライン」においては、偽情報等の対策に関して AI開発

者、AI提供者及び AI利用者の各主体が取り組む事項として、生成 AIによって内容が真実・公平であるかのように装った情報を誰でも

作ることができるようになり、AIが生成した偽情報・誤情報・偏向情報が社会を不安定化・混乱させるリスクが高まっていることを認識した

上で、必要な対策を講じることが挙げられている。 
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ョンの実施等に加え、例えば、生成段階において AI 生成物であることをラベリングすること、1 

情報伝送 PF サービスにおいて AI 生成物を検知したり、送信する際に AI 生成物をラベリング2 

した上で伝送したりすることが有効との指摘がある。生成 AI を用いて生成される偽・誤情報3 

への対応に関する制度面からのアプローチについては、今後、技術の進展やサービスの普及の4 

状況等を踏まえつつ、必要な対応の検討を進めることが適当である。 5 

 6 

以上 7 


